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～ 令和６年度 事業報告概要 ～ 

令和６年度は、療育の分野では第 2期中期経営計画に沿って、早期支援、成人期までの切

れ目ない支援、医療的ケア児への支援などを進めたほか、療育センターでは、国や自治体か

らも求められている地域連携の強化、訪問支援等のアウトリーチ施策の充実を柱に取り組

みました。 

横浜の療育センターでは、早期支援の拡充施策として、診断前後の０～３歳児親子などを

対象に、その不安感の軽減等を目的としたひろば事業や心理相談を実施したほか、東部地

域療育センターでの２館目の児童発達支援事業所「わかば」を開設しました。また、診療相

談部においては、中学生以上（18 歳まで）を対象とする「横浜市学齢後期支援事業所」に

ついて、当法人としては２館目となる拠点「相談室みなと」の運営を本格化しました。 

川崎市、横須賀市の療育センターにおいても、医療的ケア児への取組など、国の施策動向

も踏まえ、個々の支援の充実に努めました。 

一方、成人後の障害者の生活支援、就労支援や、子育て支援の分野においては、いずれ

の事業も求められるニーズが多様化する中、国の新たな施策動向、民間事業者の進出

状況など事業環境の変化を捉え、所管自治体の意向と法人のビジョンを踏まえた柔軟な対

応が求められています。 

こうした「人に寄り添った支援」を着実に行うために、人材の確保・定着等が最優先課題

であり、6年度は処遇改善手当の新設や新卒初任給の引上げなどの処遇改善のほか、目標設

定・共有の新たな人材育成の仕組みの構築に取り組みました。 

今後も、様々なシステムの導入や業務環境の IT化とあわせて、情報セキュリティ対策や

コンプライアンス強化にも努め、引き続き、信頼される法人であるための取組みを進めてま

いります。 
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経営企画本部 

 

年度目標と進捗状況 

 

１ 経営基盤の強化 

（１）「信頼される法人」であるための取組 

  ・情報セキュリティの確立 

   ア 診療記録開示規程の整備、事例検討による管理職研修等の継続、療育センター診療部

門の電子カルテ化対応。 

・コンプライアンスの徹底 

   イ 法令等の改正に対応した規程・規則等の改正を実施。 

ウ カスタマーハラスメントの予防ガイドライン策定に着手。 

  ・ガバナンスの強化 

   エ 理事会、評議員会等の実施、経営情報の開示のほか、法人情報の共有基盤となるグル 

ープウェアを導入。 

  ・緊急時への備え 

   オ 能登震災や各地での豪雨災害等を踏まえ、BCP計画の更新や備蓄品の点検に着手。 

（２）財務基盤の確立 

  ・IT化の推進と保有施設修繕等の資金計画策定 

   カ 日常の経理指導に並行し、旅費精算など個別業務を順次システム化を進め、事務効率

化を推進。 

キ 一時的に財務的な負担が予測される小児療育相談センターなどの老朽化対応   

について、建設市場の動向等を踏まえて修繕計画の見直しを検討。 

・事業計画策定や予算執行状況の管理 

ク 各事業所や関係行政機関とも連携を密にし、少子化動向を踏まえた個別事業の役割検

討の視点を入れた計画策定と執行管理に当たった。 

ケ 特に今年度当初は、国等の制度改正対応や地域療育の充実を掲げた国施策指針等の改

訂を踏まえ、各センターの管理課とも連携して改正内容を紐解き、可能な加算申請を漏

れなく行うなど収入の適正な確保に努めた。 

 

２ 人材戦略の構築 

（１）中長期の視点を持った職員の確保、育成及び定着化策の検討と段階的実施 

・６年７月から処遇改善手当を新設するとともに、新卒の初任給の引上げ等、給与制度の見直し

を実施。 

・これまでの人事考課制度をベースとした目標設定・共有の新たな制度を構築し、職員がこれま

で以上に自らの成長や強み、弱みを意識できるものとした。 

（２）社会経済情勢等を踏まえた新卒採用者の確保 

・新卒者をターゲットにした就職サイトを活用し、新たな取組として５つの地域療育センタ

ーの見学説明会及び WEB説明会を実施し、新卒受験者の増加につなげた。 

・採用時の競争力を高めるため新卒採用者の初任給を引上げた（再掲）。 

（３）障害者雇用  

・新たな取組として、横浜東部就労支援センターと連携した職場見学会・面談会・実習等の 

開催による丁寧な採用活動を行い、２名の採用につなげた。 

（４）研修制度の見直し、人事考課制度の効果的活用に向けた検討  

・新たな目標設定・共有の制度とリンクする階層別研修や資格取得のための支援制度などに

ついて、検討に着手。 

 

 

 

 

 

 

 
2



１ 経営基盤の強化 

法人本部として、各部署、事業所に対し、中期計画及び令和６年度事業計画における重点課

題への取組と実施上の課題等について、調整・支援を行った。 

（１）「信頼される法人」であるための取組 

・情報セキュリティについて

ア 療育センター等における診療時のインフォームドコンセントに係るいわゆる「診療情

報の開示」に関して、一般医療機関と同等の「診療記録開示規程」を整備し、手続きや

無償交付を明文化。

イ 各事業所における個人情報記載書類調査を実施し、情報漏洩リスクの分析を実施。

ウ 順次導入される療育センターの電子カルテ化に向けて、診療カルテ等関連文書や記録

書類の管理見直しを実施。

エ 電子カルテ等業務システム導入に伴う法人ネットワークの脆弱性を検証するととも

に、安全性の高いネットワーク構成を検討し、ベンダーや市所管課と調整を実施。

オ 法人ホームページコンテンツ管理システム（CMS）のバージョンアップ、SSL通信の導

入によりセキュリティを強化すると共に、保守作業を外部委託することで障害発生時の

迅速な対応体制を確立。

・コンプライアンスの徹底について

カ 理事長・業務執行理事の職務執行が法令・定款等に適合した適切なものとなるよう、

決裁権限の明確化を目的とした定款細則の見直しを実施。

キ 適切な労働時間の把握と業務効率化のため、全事業所へ新勤怠管理システムの導入。

・ガバナンスの強化について

ケ 組織統治の取組

ⅰ 理事会の開催 …令和 6年 5月 28日、11月 26日、7年 3月 18日

ⅱ 評議員会の開催…令和 6年 6月 18日

ⅲ 監事監査の実施…令和 6年 5月 10日

ⅳ 会計監査の実施…令和 5年度決算監査

令和 6年 4月 4日～5月 10日（延べ 9日間）実施 

ⅴ 経営会議   …令和 6年 4月 9日ほか計 11回開催 

ⅵ 法人運営会議 …令和 6年 4月 28日ほか計 11回開催 

ⅶ 経営情報の開示

ａ 「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」による現況報告書の公開

ｂ 法人ホームページでの経営情報開示

ⅷ 事務のシステム化

情報共有、電子決裁等システムの基盤となるシステムを全事業所に導入。 

ｃ 職員情報を適切に管理するための新人事システム構築作業を推進 

ｄ 給与明細及びストレスチェックについて電子化を実施 

・緊急時への備え

年度当初に策定した BCP計画に基づく避難訓練等を見直し、細部調整や規程等の改善に順

次着手。令和 6年能登半島地震や各地の豪雨被災等を踏まえた備蓄品の点検等を実施。 

３ 公益的取組の推進 

（１）第 7回発達障害者支援フォーラム 

・繁忙期（年度末）開催を避け、来秋での実施を検討中。

※地域支援の取組に関わって講演等を企画中

（２）法人モデル事業の実施支援 

・これまで法人がモデル的に取り組んできた初診前後の保護者の不安解消に向けた「ひろば事

業」や医療的ケア児への取組や訪問支援等アウトリーチの取組については横浜市など各市の

施策拡充の一環として位置づけられ、実施に移行。 
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（２）財務基盤の確立 

・経理初任者等に対して独自の経理研修を行ったほか、各事業所の管理部門（経理部 

門）を訪問し、現場の声を直接聞きながらの事務指導や、インボイス制度と電子帳簿保存

法改正に対応した新しい経理システムの円滑な運用に努めた。 

・障害児福祉サービスの制度改正に際し、改正趣旨の解読と適正な加算取得に向けた対応策

を現場と協働で検討し実施。 

・旅費精算業務や物品購入など個別事務の電子化導入を推進するとともに、更なる事務効率

化に向けた取組を引き続き実施。 

・外部監査を令和 6年 11～12月頃に計 7回実施。 

・小児療育相談センターの大規模修繕工事について、工事費高騰に伴う設計内容及び資金計

画について再検討に着手。 

・青い鳥会館の維持管理について、修繕計画に基づき適正に対応した。 

・川崎西部地域療育センター大規模修繕計画の策定を支援（市側と調整）。 

 

２ 人材戦略の構築 

（１）職員の確保、育成及び定着化策の検討と実施 

  ・職員給与の改善、新卒採用者の初任給引上げについて検討、実施。（再掲） 

  ・これまで実施してきた人材育成のための MBO 制度については、評価に直接結びつく制度を

見直し、より人材育成に活用できる制度とする方向で検討を進め、新たな給与制度と併せ

て再構築を実施。 

（２）社会経済情勢等を踏まえた新採用者の確保 

・新卒者のための就職情報サイト「キャリスタ」、「求人受付 NAVI」へ掲載し応募促進を図っ

たほか、受験者の誘致と内定辞退者の予防対応として、新たな取組として採用希望者を対

象に５地域療育センターの見学会を実施し、新卒の採用試験受験者の増加、内定辞退者の

減少につなげた。 

コ 見学会 

ⅰ 横浜南部地域療育センター 令和 6年 7月 16日 

ⅱ 川崎西部地域療育センター 令和 6年  7月 19日 

ⅲ 横須賀療育相談センター  令和 6年  7月 25日 

ⅳ 横浜東部地域療育センター 令和 6年  7月 29日 

横浜中部地域療育センター 令和 6年  8月 21日 

ケ Web説明会 令和 6年 8月 14日、8月 22日、8月 23日 

※ 階層別等従前の職員研修については、本部での新たな研修制度の企画検討期間中（令

和 6年度中）は各事業所での研修にて実施 
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小児療育相談センター 診療相談部・相談室みなと 

『発達障害』についての認知と支援が社会全般で広がっており、本人、家族や支援者の意識

の高まりと福祉・医療サービスの拡充に合わせて、小児療育相談センターの利用ニーズは年々

増加している。専門的な支援機関が未だ少ないなか「思春期・青年期までを中心とした発達障

害等の相談・医療の専門機関」として相談・医療支援と、家族、支援機関、学校、行政等との

連携を精力的に行っている。また、令和６年度には横浜市から市内 4か所目、当法人 2か所目

の「学齢後期障害児支援事業所」の運営を受託し「相談室みなと」として事業を開始した。 

年度目標と進捗状況 

１ 丁寧な相談対応 

・「小児療育相談センター」は発達障害児・者の診療・相談を行う専門機関であり、中

学・高校期を中心に、成人期以降も継続的な支援を実施している。また、多職種で構

成されるチームにより、家族関係、学校生活、仕事や地域での暮らし等の視点から支

援を続けている。 

・「相談室みなと」は中学・高校期専門の相談支援機関として、学校や医療機関、行政

等との連携強化を進めている。また、年々増え続ける学齢後期世代からの発達障害

児・者のニーズについて、2か所の事業所の運営を通じて、横浜市と緊密に連携、協

議しながら必要な対応を進めている。 

 

２ すみやかな相談対応 

・診療相談ニーズは増加し続けており、このような傾向は将来的にも継続することが予

想される。そのため医療・相談支援が必要な方への初回面接を速やかに実施するべく

検討を続けている。 

・診療ニーズの低いケースは「相談室みなと」で受けるなど、新規申し込みケースを 2

事業所で分散して対応している。また、年金診断書等の取得を要件とする利用者や、

診療を伴わない(症状の安定した)継続利用者については、他機関での相談支援や診療

に繋げることで、適切な支援が可能となる効率的な診療相談体制を構築できるよう検

討を行っている。 

 

３ 人材の育成 

・引き続きＯＪＴなどの内部研修に加え、関係機関との意見交換会やケースカンファレ

ンス、専門学会への参加などを通じて、職員の資質向上と研鑽に努めるなど、積極的

に人材の育成・活用を行った。 

 

４ 経営基盤の強化 

・一昨年導入した電子カルテシステムは安定した運用と事業の効率化をもたらしてい

る。引き続き業務の見直しと効率化、適切な診療報酬の請求に取り組むとともに、安

定的な運営のための財源確保を横浜市と協議していく。 

 

５ 発達障害児者対応充実に向けた情報発信 

・長年にわたり継続実施している「家族のための勉強会」を開催した。 

・また、横浜市こども青少年局や健康福祉局、教育委員会と連携し、関係する福祉施設

や基幹相談事業所、校長会、スクールソーシャルワーカー、特別支援コーディネータ

等、発達障害児・者支援の主軸となる関係者との研修会や意見交換を適宜行った。 

・日々の実践や内部研修等の成果により、当センターならではの研修内容を検討・実施。 
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１ 診療相談事業 

多くの再診患者の診療、相談継続により、新規申込みを十分に受けられない状況が続いてお

り、令和 7年 3月末現在、申込みから初診までの待機期間が約 6か月から 8か月程度に長期化

している。新規患者数 277人と前年度比で 69人（19.9%）減少した。 

一方で、診療相談の利用者実人数は 3,476人（108.8%）、延べ人数 15,997人（107.0%）

と、ともに前年度と比べ増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療相談ケースは学齢後期の中学生、高校生が 1,189 人（34.2%）で前年度と同程度であっ

た。内訳は 19歳以上が 2,150人（61.9%）、と 308人増加しており、地域別では横浜市が

2,687 人（77.4%）で 216人増加した。新患患者の主な診断名では自閉症スペクトラムが

76.9%と多く、次いで学習障害、注意欠如・多動性障害が 13.9％となった。新規診療相談ケー

スの来所経路は「地域療育センター（横浜、川崎）」が 122人（44.0%）と最多で、「インタ

ーネット、自分で調べて」が 32人（11.6％）と増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2　部門別等の診療相談ケース

今年度 (前年同期) 前年同期比 今年度 (前年同期) 前年同期比
初　診 277 (346) 80.1% 277 (346) 80.1%
再　診 3,199 (2,848) 112.3% 15,720 (14,602) 107.7%

3,476 (3,194) 108.8% 15,997 (14,948) 107.0%合　　計

室名・業務名
利用人数 延べ人数

診療室

表－5　初診ケースの年齢層内訳
人数 構成比

乳児  0～ 3歳 0 0.0%
幼児  4～ 6歳 0 0.0%
小学生  7～12歳 7 2.5%
中学生 13～15歳 219 79.1%
高校生 16～18歳 32 11.6%

17 6.1%
2 0.7%

277 100.0%

年齢層区分

合　　計

就学前

学齢期

青年期以　降
19～20歳

21歳以上

表－1　新規申込者                                　  （　）：前年同期
前年同期比

295 (472) 17 (21) 0 (0) 0 (0) 3 (6) 0 (0) 315 (499) 63.1%
横浜市 川崎市 横須賀 合　計県　外県　域相模原

表－3　診療相談ケースの地域別・年齢層別内訳

横浜 川崎 横須賀 相模原 県域 県外 合　計 構成比

乳児  0～ 3歳 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

幼児  4～ 6歳 0 4 0 0 0 0 4 0.1%

小学生  7～12歳 19 44 0 1 63 2 129 3.7%

中学生 13～15歳 560 19 0 1 43 3 626 18.0%

高校生 16～18歳 476 28 1 1 51 6 563 16.2%

300 37 0 2 32 5 376 10.8%

1332 188 19 13 176 46 1,774 51.1%

2,687 320 20 18 365 62

77.4% 9.2% 0.6% 0.5% 10.5% 1.8%
3,472 100.0%

19～20歳

21歳以上

年　齢　区　分

就学前

学齢期

青年期以降

合　　　　計

地域別の比率

表－4　診療相談ケースの主な診断名（新患のみ）
診断名 人数 構成比 診断名 人数 構成比

てんかん 0 0.0% 　運動能力障害 0 0.0%
精神遅滞 11 6.4% 　神経症・行動障害 4 2.3%
自閉スペクトラム症 133 76.9% 　統合失調症 0 0.0%
学習障害・ADHD 24 13.9% 　気分障害（躁うつ病） 1 0.6%
コミュニケーション障害 0 0.0% 　その他 0 0.0%

合　　計 173 100.0%
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２ 横浜市学齢後期障害児支援事業（横浜市委託事業） 

（１）小児療育相談センター 

横浜市から令和 6年度から令和 10年度までの 5年間、医療型学齢後期障害児支援事業を受託

している。主に中学校期以降（思春期）の障害児とその家族を対象に、対人トラブル、自傷、登

校しぶり等をはじめとする様々な課題の解決に向けて、診療とそれに基づく個別の相談支援、

学校や関係機関と連携した支援を実施した。 

思春期の学齢後期対象児は、抱えている問題が多岐にわたる。新規申込者は 295 人（前年度

463 人）、診療相談の実人数は 1,356人（同 1,352人）となった。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

表－6　初診ケースの来所経路

来所経路 人数 構成比

地域療育センター・通園施設等 122 44.0%

学校等（幼保・小中学校・SC） 37 13.4%

公的機関（福祉保健センター等） 16 5.8%

教育相談機関 3 1.1%

センター利用者・知人の紹介 13 4.7%

家族が利用者・本人が元利用者 25 9.0%

児童相談所 9 3.2%

インターネット、自分で調べて 32 11.6%

医療機関 6 2.2%

発達障害者支援センター 2 0.7%

障害者施設（地域活動ホーム） 0 0.0%

その他 12 4.3%

合　　　計 277 100.0%

表－7　診療相談ケース

　　内　　容 人数

新規受付 295

初診人数 268

診療相談実人数 1,356

診療相談延べ人数 5,812

学年 学年
(小学計) 20 (29) 高校１年 164 (174)
中学１年 170 (178) 高校２年 163 (148)
中学２年 191 (197) 高校３年 149 (169)
中学３年 199 (176) (高校計) 476 (491)
(中学計) 560 (551) 19～20歳 300 (281)

人数 人数
表－8　学年別内訳　       　(　)：前年同期

対象者 人数 内容 人数

本人 1,055 家庭での対応 990

保護者 2,227 学校・通所先での対応 725

教員 130 不適応行動への対応 140

関係職員 631 対人関係 172

その他 24 感情コントロール 183

合 計 4,067 不眠・情緒面等の医療調整 47

不登校・ひきこもり 94

進路 267

退院後の生活 8

放課後・余暇の過ごし方 67

制度資源利用 172

その他 1,279

医療機関案内 診療希望 249

合  計 4,393

対
象
者

実
施
内
容

表－10　相談の対象者と実施内容

表－9　診断名内訳（新患のみ）
診断名 人数 構成比 診断名 人数 構成比

てんかん 0 0.0% 神経症・行動障害 4 2.4%
精神遅滞 14 8.4% 統合失調症 0 0.0%
自閉スペクトラム症 124 74.7% 気分障害(躁うつ病) 1 0.6%
学習障害・ＡＤＨＤ 23 13.9% 非定型精神病 0 0.0%
コミュニケーション障害 0 0.0% その他 0 0.0%

運動能力障害 0 0.0% 合　　計 166 100.0%
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（２）相談室みなと 
横浜市から令和５年度１月から令和９年度までの５年間、医療型学齢後期障害児支援事業を

受託している。開設の準備を整えて今年度から事業を開始した。中学、高校期（思春期）の障害

児とその家族を対象に、学校や家庭での不適応、対人トラブル、登校しぶりなど様々な課題の

解決に向けて、個別の相談支援、学校や関係機関と連携した支援を実施した。 

９月までは、小児療育相談センター内に事務室を設置し、センターの設備を使用して相談業

務を実施していたが、10 月からは新設した事業所で業務を開始した。個別相談、学校等関係機

関との連携、グループ活動など実施している。 

新規受付人数は 50人を目標としていたが、114人と大幅に上回る結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 家族を対象とした勉強会等の開催 

小児療育相談センターでは、診療や個別の面談では伝えきれない情報の提供の場として、当

センター利用者の家族を対象とした勉強会を実施した。昨年度までの数年間はコロナ禍の影響

もありオンラインでの開催としていたが、今年度は会場開催で計３回実施した。また、３月に

はオンデマンド配信を行った。 

なお、相談室みなとについては、年度内の開催に至らなかった。 

 

４ 地域における公益的な取組 

（１）地域住民に対する福祉教育 

社会福祉士実習生（大学４年生）1人を受入   〔小児療育相談センター〕 

（２）地域の関係者とのネットワークづくり 

・障害者地域自立支援協議会への参加（神奈川区、鶴見区） 

・学校支援担当者連絡会          3回〔小児療育相談センター〕 

                     2回〔みなと〕 

表－１　診療相談ケース

　　内　　容 人数

新規受付 114

相談実人数 114

相談延べ人数 787

学年 学年

小学生 12 (0) 高校１年 16 (0)

中学１年 38 (0) 高校２年 12 (0)

中学２年 20 (0) 高校３年 2 (0)

中学３年 14 (0) (高校計) 30 (0)

(中学計) 72 (0) 19～20歳 0 (0)

人数 人数

表－２　学年別内訳　　(　)：前年同期

対象者 人数 内容 人数

本人 190 家庭での対応 221

保護者 574 学校・通所先での対応 102

教員 65 不適応行動への対応 24

関係職員 66 対人関係 38

その他 5 感情コントロール 11

合 計 900 不眠・情緒面等の医療調整 1

不登校・ひきこもり 113

進路 29

退院後の生活 0

放課後・余暇の過ごし方 16

制度資源利用 62

その他 366

医療機関案内 診療希望 7

合  計 990

対
象
者

実
施
内
容

表－３　相談の対象者と実施内容
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・中学校特別支援教育コーディネータ協議会 9回〔小児療育相談センター〕 

（内４回は研修会講師として）       10回〔みなと〕 

・二次相談支援機関連絡会         1回〔小児療育相談センター〕 

                     1回〔みなと〕 

  ・養護教諭 研修会（神奈川区中学校）   1回〔小児療育相談センター・みなと〕 
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小児療育相談センター 小児眼科部 
 

平成 20年度より、検診事業の受け皿（精密検査）としての役割から「小児眼科部」として独立。

小児眼科治療のニーズの高まりに対応するため、診察室の改修拡充を経て、現在は小児眼科外来

として地域医療に根付いている。 

「視覚認知検査事業」については、他機関からの紹介を積極的に受け入れるとともに、連携を

深め、作業療法枠、ビジョントレーニング枠、カウンセリング枠など、多様化するニーズへの対

応を図っている。 

１ 診療実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

  初診 再診 計 延べ数 

令和 6年度 586 2,469 3,055 6,758 

（前年同期） (570) (2,466) (3,036) (6,661) 

前年同期比 103% 100% 101% 101% 

 

施設目標と取組状況 

１ 眼科受診件数の維持・診療内容充実への取組 

・新規患者数は増加となった。延べ診療数は、概ね新型コロナウイルス感染症流行前のピー

ク水準に戻り、予約枠の有効活用や診療前検査の効率化などにより、待ち時間の短縮に努

めた。 

・一方、新患の約 7割が障害児でもあり、一人当たりの診察に要する時間の短縮は容易でな

く、職員のノウハウやスキルを活かした様々な工夫を図っている。 

 

２ スタッフの人材育成と医師の確保 

・スタッフへの発達障害に対する理解促進を目的とした勉強会等を行うなど、障害児診療

の様々なリスクに備えた検討を行っている。 

・医師の確保については、横浜市大眼科医局との連携を強め、若手医師の受入れや育成を

進めている。 

 

３ 情報管理の見直しと改善 

・電子カルテ導入に伴い、システム上の個人情報の取り扱いやシステム以外の診療記録

関係書類や保管について整理するとともに、検査・診療手順の見直しを行い、より効

率的な診療に取り組んだ。 

 

４ 視覚認知検査・トレーニングの継続と地域における公益的な取組 
・視覚認知検査について、関係機関(市内療育センター、学校カウンセラー等)への周知が

進むとともに、トレーニングについても検査枠を増やして対応するなど、書字・識字等

に困難を抱える方へのニーズに対応し、件数が増加した。 

・川崎市域における療育センター通園児への定期的眼科検診実施のほか、地域クリニック

から視能訓練士の実習生を積極的に受け入れる取組みなど、当センターの役割について

普及啓発に努めた。 
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２ 新患の来所経路 

 

 

 

 

 

 

３ 新患の診断名 

 

屈折異常(眼数)  弱視（人数）  斜視（人数） 

近視 18  屈折性弱視 37  外斜視 72 

近視性乱視 181  不同視弱視 15  上外斜視 1 

遠視 95  その他の弱視 66  内斜視 18 

遠視性乱視 709  心因性弱視 1  上内斜視 1 

混合乱視 158  斜視弱視 3  上斜視 1 

検査せず 0       

その他の主な疾患名：先天性鼻涙管閉塞、眼球振盪症、白内障 

 

４ 診療日及び診療体制 

（１）診 療 日 

・月・水・木 2診体制 

（２）診療体制 

・医師 8名、視能訓練士 4名、看護師 2名、事務１名 

 

５ 視覚認知事業実績   

（１）視覚認知検査 

・127人に実施 

・トレーニングを 276回実施 

（２）検 査 日 

・火・金及び不定期月曜日 ※第一金曜日は 2検査枠 

（３）検査体制 

・視能訓練士 1名、ビジョンセラピスト（心理士）1名、作業療法士 1名※2回/月 

 

６ 地域における公益的な取組 

（１）既存事業利用料の減額・免除 

眼科検診・視力検査の無料実施 

・川崎南部地域療育センター通園利用者 

・川崎西部地域療育センター通園利用者 

（２）地域眼科クリニックからのスタッフ（視能訓練士）の見学受入れ 

　

人数 ％ 人数 ％

３歳児スクリーニング 214 36.5 202 35.4

４歳児スクリーニング 0 0.0 0 0.0
直接申し込み　※視覚認知新患  73人 218 37.2 206 36.1
福祉保健センター 40 6.8 38 6.7
県立こども医療センター 4 0.7 6 1.1
他機関（医療機関・療育センター等） 109 18.6 114 20.0
センター内併診 1 0.2 4 0.7

合  計 586 100.0 570 100.0

経  路
令和6年度 令和5年度
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小児療育相談センター 検診事業部 
 

 
１ 3歳児視聴覚検診事業（県域 11市 13町委託事業） 

市町の 3歳児乳幼児健診事業と連動し、スクリーニングを実施。その後の精密検査、治療に

つなげた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度目標と進捗状況 

１ 少子化への対応(事業運営の適正化) 

（１）安定した事業運営 

・母子保健において重要な、視聴覚検査による早期発見、早期治療の有効性を発信す

るなど、各市町との情報共有を図り、安定した事業運営に努めた。 

・少子化による対象数の減を鑑み、随時検査体制の構築に向け、効率的なスタッフの

配置、小児眼科との協働、業務の見直しや分担化の検討を進めた。 

（２）３歳児健診における視能訓練士の参画と事業展開 

・３歳児健診の視力検査等の眼科検診に際し、視能訓練士を参画させ、屈折検査※に

よる弱視等の早期発見、治療につなげるための協働体制の確保に努めた。 

・横浜市３歳児健診での屈折検査※導入に向けては、これまでの県域でのノウハウ

を活かし、市と綿密に情報共有を行いながら、令和７年９月より試行的に開始予

定である６区での円滑な検査実施のため、職員研修等の検討・準備を進めている。 

※屈折検査…近視・遠視・乱視の有無など屈折異常のタイプと程度を判断する検査。いわ

ゆる視力検査とは別に、コンピューター化された機器（ｵｰﾄﾚﾌｸﾗﾌﾄﾒｰﾀｰ）など

を用いる。主に視能訓練士や医師等が操作にあたる。 

 

２ 情報管理の徹底 

・多岐にわたる「紙媒体」での個人情報について、検査会場への移送時や郵送物（特

定記録や書留以外）の紛失リスク等への対策のほか、保管、廃棄等の管理の徹底を

図った。 

 

３ 人材の育成 

・効率性と丁寧さを兼ね備えた検査と柔軟な対応を旨とし、職員がそれぞれ自発的に

業務改善に取り組むよう促すことで、事業の円滑な運営に尽力した。 

川崎市 10,597 逗子市 349 寒川町 324 開成町 153
横須賀市 1,905 秦野市 823 大磯町 167 愛川町 167
平塚市 1,493 大和市 1,811 二宮町 138 湯河原町 70
鎌倉市 934 伊勢原市 581 中井町 38 箱根町 19
藤沢市 3,065 南足柄市 177 大井町 133 真鶴町 20
小田原市 1,032 葉山町 157 松田町 54 山北町 26

合計 24,233

表－1  ３歳児検診実施地域および実施数
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２ ３歳児視聴覚検診事業（横浜市委託事業） 

平成 31年度から「横浜市 3歳児視聴覚検診」が始まり、幼稚園・保育園（施設数：横浜市

1,227 施設）に在園する 3 歳児を対象に視覚・聴覚のスクリーニングを実施し、精密検査、

治療等につなげた。（令和 2年 9月開始） 

また、園からの協力も得て、スクリーニング未受診者への啓発を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 社会貢献（地域における公益的な取組） 

（１）川崎市視聴覚検診研修会への講師派遣（臨床検査技師・視能訓練士） 

・実施日 

11 月 7日 

・会場 

川崎市役所本庁舎 

・参加人数 

約 30 人 

 

表－２  ３歳児検診実施状況
一次

スクリーニング
調査実施数A 検査対象数Ｂ 検査実施数Ｃ 要精検数Ｄ 精検受診数Ｅ

（検査対象率 （検査実施率 （要精検率 （精検受診率
Ｂ÷Ａ） Ｃ÷Ａ） Ｄ÷Ａ） Ｅ÷Ａ）

7,225 3,838 1074 709
(29.8%) (15.8%) (4.4%) (2.9%)
6,178 3,222 509 335

(25.5%) (13.3%) (2.1%) (1.4%)
※上記は令和7年3月までの実施状況。二次検査は9月まで行われ、検査実施数は

4月以降の実施分が加算される。

二次
スクリーニング

精密検査

視覚
24,233

聴覚

表－3  ３歳児検診実施状況（横浜市）
一次スクリーニング

調査実施数A 検査対象数Ｂ 検査実施数Ｃ 要精検数Ｄ 精検受診数Ｅ
（検査対象率 （検査実施率 （要精検率 （精検受診率 
Ｂ÷Ａ） Ｃ÷Ａ） Ｄ÷Ａ） Ｅ÷Ａ）

5,780 2,649 1,163 702

(23.5%) (10.8%) (4.7%) (2.9%)
5,238 2,183 326 174
(21.3%) (8.9%) (1.3%) (0.7%)

　二次検査は7月まで行われ、検査実施数は4月以降の実施分が加算される。

聴覚

※上記は令和7年3月までの実施状況。

24,581

二次スクリーニング 精密検査

視覚
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子育て事業部 

令和 6年度は、県域 5市 4町の子育て支援センター事業、横浜市 2区の地域子育て支援拠点事業

（子育てサポートシステム含む）及び県域 4市 3町のファミリー・サポート・センター事業を

展開した。各市町の子育て支援事業の拠点では、来所者数が全体として前年より増加しており、

ファミリー・サポート・センター（横浜市では子育てサポートシステム）事業についても、活動件

数が全体として前年を大きく上回った。 

 
 

 

 

 

 

 

年度目標と進捗状況 

１ 事業の発展と健全経営 

・自治体からの子育て支援センター等事業委託契約については、令和 7 年 3 月末をも

って受託終了した茅ヶ崎市を除き、横浜市磯子区、藤沢市、山北町は、令和 6年度の

事業者選定の審査を経て、令和 7年度以降の運営継続が確定した。 

・令和 7年度に事業者選定を予定している座間市について、法人の子育て支援の理念と

適正な運営実績がアピールできるよう準備を進めるとともに、座間市に限らず事業全

体で、子育て世代のニーズ等も踏まえ、利便性の向上に向けた取組の検討を開始した。 

 

２ 人材確保と人材育成 

・アドバイザーの欠員補充のため、公募等による早期の募集・採用を行うとともに、拠

点間の人事異動やひろばとファミリー・サポート・センター間の人事交流等により、

適材適所、スキルの高い人材の確保に努めた。 

・アドバイザーを対象に、全体あるいは階層別等の集合研修、ケース検討会等を複数回

実施した。  

・令和 6年 10月からの最低賃金改定に合わせ、非常勤アドバイザーの処遇改善(賃金改

定)を図るとともに、常勤アドバイザーについても昇給を実施し、人材の安定的確保と

定着支援に努めた。 

 

３ 地域における公益的な取組 

・地域における子育て支援人材の育成や子育てへの理解を深めてもらえるよう、学生

や教員をはじめ広く地域の関係者等に向けた見学や実習の受け入れを行うなど関係

団体等との連携を図り、取組を進めた。 

 

４ 財政基盤の確保 

・昨今の物価高騰、最低賃金等引上げなど経営的に厳しい経済情勢の中で、アドバイザ

ーの確保・定着は困難な状況にあることから、処遇改善等を含む人件費にかかる予算

確保について、委託者である各市町との協議を進めた。 

 

５ 情報セキュリティ・IT化の推進 

・全体研修、階層別研修等を通じて、個人情報保護、情報セキュリティの重要性を全ア

ドバイザーに徹底するとともに、各事業所の IT環境整備と SNSを活用した情報発信

強化、ホームページの改善に努めた。 

 

14



１ 地域子育て支援拠点事業〔子育て支援センター事業、つどいの広場事業〕 

（県域 5市 4町委託事業）  

県域 5 市 (逗子市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市、座間市)、4 町（寒川町、松田町、山北町、

開成町）、22か所に計 83人の子育てアドバイザーを配置し運営した。支援センターの来所者数

は、全体として大きく前年を上回った。 

 

２ 横浜市地域子育て支援拠点事業（横浜市 2区委託事業） 

横浜市では「子育て支援センター事業」の実施内容に加え、「地域の子育て支援人材の育成」・

「ネットワークづくり」を強化した事業を実施。各区に 1 か所拠点を設置し、民間に運営委託

している。当法人では 鶴見区「わっくんひろば」とそれに準じた機能を持つ「サテライト」、 

磯子区「いそピヨ」の 3 か所を受託。併せて、各所では子育てに関する相談や情報の収集、

提供などを専従の職員を配置して行う「利用者支援事業」を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ファミリー・サポート・センター事業(県域 4市 3町委託事業) 

県域 4市 (逗子市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市)、3町（寒川町、松田町、開成町）に計 30人の

アドバイザーを配置し、会員の登録、援助活動の調整等、地域の住民が子どもを預かる相互援助

活動の運営にあたった。在宅ワークの普及の影響等でサポート活動が増減するなど、依頼の内容も

コロナ禍以前と比べ変化しているが、活動件数は全体として前年を大きく上回った。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－1 令和6年度活動実績
支援センター

（常設ひろば）
来所者数

逗子市(3か所) 8,992 443 1,770
藤沢市(2か所) 7,070 3,521 1,494
茅ヶ崎市(3か所) 35,602 － 5,196
秦野市(9か所) 28,565 956 5,135
座間市 10,197 － 1,260
寒川町 9,473 416 1,064
松田町 5,283 － 1,345
山北町 6,042 － 1,170
開成町 12,893 － 638

合  計（22か所） 124,117 5,336 19,072

前年度 110,352 8,356 19,767
（前年比） (112.5%) (63.9%) (96.5%)

相談件数
つどいの広場及び

巡回ひろば(定期開催)
来所者数

表－2 令和6年度活動実績

鶴見区 磯子区 ２区計 前年同期 前年同期比

子育て支援拠点 来所人数 26,232 15,752 41,984 43,524 96.5%

子育て支援拠点 相談件数 7,866 3,487 11,353 10,749 105.6%

利用者支援相談件数 193 143 336 1,380 24.3%

子育てサポートシステム 会員数 1,185 805 1,990 2,049 97.1%

子育てサポートシステム 活動件数 3,148 3,536 6,684 5,814 115.0%

令和6年 前年同期 前年同期比 令和6年 前年同期 前年同期比

逗子市 1,733 1,700 101.9% 1,683 2,400 70.1%

藤沢市 8,106 8,154 99.4% 12,728 11,056 115.1%

茅ヶ崎市 4,256 4,182 101.8% 8,910 7,479 119.1%

秦野市 4,276 4,113 104.0% 6,390 5,530 115.6%

寒川町 908 895 101.5% 2,600 2,437 106.7%

松田町 372 409 91.0% 876 880 99.5%

開成町 370 385 96.1% 364 248 146.8%

合　計 20,021 19,838 100.9% 33,551 30,030 111.7%

表―3　令和6年度活動実績

会員数 活動件数
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４ 地域における公益的な取組 

（１）視察及び実習生の受入  

・対象：医療・福祉・教育系分野の学生等  

人数：7拠点延べ 43人 

（２）視察、見学、研修 

・対象：小学生（引率教員含む） 

人数：3拠点延べ 80人 

・対象：自治体職員・関係者 

人数：7拠点延べ 36人 

 

５ その他 

子育て支援関連自主刊行物、子育てブックレット「まいんど」の頒布（親、関係者向け）、「子育て

アドバイザーからのおたより」の配布（関係者向け）を行った。 
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横浜市東部地域療育センター 
 
横浜市域において、工場跡地のマンション建設等に伴う口流入等を背景に児童年齢層の増加

が著しい鶴見区・神奈川区エリアを所管するが、増大の一途を辿る利用者の需要に対する支援

の供給量は十分とは言い難い状況が続いている。 

年度目標と進捗状況 

１ 職員の意欲と成長を支える組織作り（人材育成計画と心身の健康増進） 

・人材育成計画に基づき、全体研修（人材育成、虐待防止、医療安全）、新人研修（療育セン

ターの流れ、発達等）、2～3 年目研修（保護者支援、ことばの発達等）、中堅・ベテラン研

修（人材育成 GW）を実施。 

・喫緊の課題として、産育休・病休職員の即時欠員補充方法を検討中。 

２ 経営基盤の強化（増収策や経費削減策の検討と財源の確保） 

・診療所・児童発達支援の運営は順調。8月より児童発達支援センター医療ケア区分報酬算定

開始により増収。 

３ 一次支援の拡充および利用者増や地域支援に対する取組 

・初回面談の早期実施、3か所でのひろば事業※、心理相談を含む初診前後支援を丁寧に行

い、利用者の不安軽減に努めた。特に一次支援の心理相談は着実に増加しており利用者か

らも好評である。また、肢体不自由児向けのひろばも新規に開始した。 

   ※ひろば事業…早期支援の拡充として診断前後の 0～3 歳児の親子を対象に、小集団での子どもの遊

びの場を設けるとともに、保護者への個別相談や情報提供を行うことで不安感の軽減

等を図る。 

※３か所  …鶴見区の相談ルームいろは、神奈川区の六角橋地域ケアプラザ、当センター。 

・通園課では併行通園クラスを増設し、18 人の利用人数を拡大して運営した。 

・診療外来児の地域支援として、専門職（心理、PT、OT 、ST 、保育士・児童指導員）によ

る保育所等訪問支援を 20園に対して実施することで、専門的なノウハウを地域に還元し、

地域の保育への支援を行った。園支援ではソーシャルワーカー、保育士、児童指導員等で

対象児や園の選定を行った。 

・児童精神科、装具外来、理学療法及び臨床指導科の対応件数は前年同期比で増加。 

・電子カルテ導入に向けた業務・運用見直しと内部プロジェクト化を準備中。 

・早期療育科では、4 か月クール制を継続するとともに、対象年齢を５歳児まで拡大し、

卒会後のフォロークラスを開催した。 

４ 新たな児童発達支援事業所「わかば」の開設 

・集団療育希望者の増加に対応し、未就学親子対象の児童発達支援事業所「わかば」を神奈

川区に開設。知的障害のある概ね３歳児とその保護者を対象として、週１回延べ 49 人に親

子療育を実施した。 

 

５ 地域における公益的な取り組み 

・学校、幼稚園、保育所へのオンライン講座や多職種チームによる出張サポートを拡大。 

・地域の児童発達支援事業所と連絡会等で定期的に情報交換を実施。 

・家族や学生等地域向けに幅広く福祉情報を提供。 

・ライフステージに応じた相談支援を関係機関と連携し随時実施。 

・併行通園先への巡回訪問については事前準備により効率的に行われた。 

・保育所等訪問支援事業を 20園 22人に実施し、個別ニーズと地域状況に応じた療育を構築。 

・事業所自己評価の公表等、利用者からの信頼確保に努めた。 
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１ 診療部門 

（１）外来診療 

初診、再診合わせて 14,234 人（前年同期 13,073 人）の診療および外来療育を実施。初診

は 958 人（前年同期 922 人）で、年齢内訳では未就学児（0～5歳）が 774人（80.8％）、学齢

児（6～11 歳）が 184 人（19.2％）となった。総受診者数の前年同期比は 8.9％増加（初再診共

に増加）。依然として申込数が増加しており、申込から初診までの期間の初期支援の重要度が増し

ている。 

表－１ 外来診療科目別受診者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所属 人数  ％
小学校(一般学級) 162 88.0
小学校(一般学級＋通級指導教室) 2 1.1

小学校(個別支援学級) 20 10.9

特別支援学校 0 0.0

その他 0 0.0

合　計 184 100.0

表－4　初診学齢児の所属内訳

診療科目

児童精神科 847 (815) 3,540 (3,427) 4,387 (4,242)

リハビリテーション科 32 (33) 155 (172) 187 (205)

補装具外来 0 (0) 306 (268) 306 (268)

耳鼻咽喉科 79 (74) 86 (57) 165 (131)

摂食外来 0 (0) 167 (192) 167 (192)

理学療法 0 (0) 2,681 (2,469) 2,681 (2,469)

作業療法 0 (0) 1,003 (1,070) 1,003 (1,070)

言語療法 0 (0) 1,897 (1,586) 1,897 (1,586)

心理 0 (0) 2,961 (2,501) 2,961 (2,501)

臨床検査 0 (0) 145 (129) 145 (129)

看護 0 (0) 335 (280) 335 (280)

合　計 958 (922) 13,276 (12,151) 14,234 (13,073)

初診 再診 計

表－3　初診ケースの紹介経路内訳
所属 人数 ％

福祉保健センター 464 48.4
医療機関 63 6.6

児童相談所 0 0.0

幼稚園・保育所 135 14.1

学校 83 8.7

知人 119 12.4

その他 94 9.8

合　計 958 100.0

内訳 人数 ％

未就学児（0～5歳） 774 80.8

学齢児（6～11歳） 184 19.2

12歳以上 0 0.0

合　計 958 100.0

表－2 初診ケースの年齢内訳

診断名 人数 診断名 人数

自閉スペクトラム症（ASD) 511 骨・関節障害 5

注意欠如多動症（ADHD) 54 その他の運動障害 4

限局性学習症 17 構音障害 73

知的能力障害 86 吃音 23

言語発達遅滞 16 難聴 7

神経症圏 34 標準発達範囲（正常域） 18

精神運動発達遅滞 11 その他 69

運動発達遅滞 23

脳性麻痺・脳原性運動障害 7

合　　　　計 958

表－5 初診ケースの診断内訳
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（２）早期療育部門及び外来集団療育 

・早期療育科 

2～5歳児の小集団療育を週1回、8ヶ月から4ヶ月に短縮して運営し、より多くの方に参加いただ

いた。昨年度から5歳児も受け入れ、年3回の入会で72組の親子が参加。卒後フォローとして卒会

児クラスを新たに開催し、希望者全員を受け入れ計14クラスで136人が利用。今年度は新規クラス

と卒会児クラスを合わせて352人が利用、延べ利用人数は3561人に達した。 

・外来集団療育 

運動発達に遅れのある 1 歳児を対象に、外来集団療育を 2 ヶ月に 1 回、全 8 回実施。登録

13人、延べ利用 30人が参加。また、2歳児を対象に外来集団療育（あおぞらひろば）を今年

度から実施し、月 1回の午前・午後開催で予約制にした。今年度は延べ予約 70人、延べ出席

者 65 人が参加した。 

 

２ 通園部門（児童発達支援センター） 

発達段階や障害特性に配慮し、健康な身体づくり、生活習慣の育成や豊かな対人関係の支援の

ために、「個別支援計画」を保護者と共に年 2回作成し、通所による療育支援（発達支援）を行

っている。協働関係を築くために保護者と子どもの情報を共有し、日々の連絡帳に加え、保護者

懇談会・勉強会・個別面談等を家族支援として実施している。 

（１）在籍児童数（4～3月） 

・児童発達支援センター   97人 

  ・延べ利用人数      8,862 人 

・開所日数 設定開所日数 219日 

・実開所日数       219日 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7 年間の主な行事 

4 月 入園のつどい（単独通園）・懇談会 10月 個別療育プロ・プール・勉強会 

5 月 プール・就学説明会・勉強会 11月 親子プログラム・療育見学 

6 月 療育見学（単独通園）・個別療育プログラム 12月 運動会・お楽しみ会・勉強会 

7 月 夏祭り・通園見学（親子通園） 1 月 親子プログラム・勉強会 

8 月 きょうだいプログラム・夏季休園 2 月 個別療育プロ・豆まき・勉強会 

9 月 親子プログラム・プール・勉強会 3 月 お別れのつどい・懇談会 

※上記の他に毎月避難訓練を実施 

 

 

３ 児童発達支援事業所「わかば」 

今年度より新たに事業所を増設し、知的障害のある概ね３歳児とその保護者を対象に週１回の

頻度で親子療育を実施。また、保護者向けに勉強会や個別面談を行い、保育所や幼稚園への巡回

訪問も実施した。 

 

 

表―6　年齢別・利用契約日数別在籍数

週1利用 週2利用 週3利用 週4利用 週5利用

(45.4%) (19.6%) (0.0%) (0.0%) (35.1%)

3歳児 33 0 0 0 0 33 (34.0%)

4歳児 7 14 0 0 13 34 (35.1%)

5歳児 4 5 0 0 21 30 (30.9%)

合 計 44 19 0 0 34 97 (100%)

合計
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表－8 

 

 

 

 

 

※2 つの指導室で運営し、巡回曜日が異なるため、教室ごとの延べ開催日数を記載。 

 

 

４ 児童発達支援事業所「パレット」 

知的に遅れがなく、集団生活や家庭生活において配慮が必要な発達障害のある（疑い含む）5

歳児を対象とした。今年度も週 1回クラスと隔週クラスでの療育を開催し、61 人が在籍した。 

 

  表－9 

 

 

 

５ 地域支援部門 

・相談件数（表－10）のうち新規の電話相談 1063件は申込件数を、来所相談 958件は初診件数を

表している。福祉保健センターからの紹介は 48.4%、次いで幼稚園・保育所 14.1％、知人から

の紹介 12.4％、その他（インターネット等）からが 9.8％、となっている。（表－3） 

・療育相談（表－11）では、4 か月健診から 3 人、1 歳 6 か月健診から 19 人が当センター紹介と

なった。 

・巡回相談（表－12）はソーシャルワーカー、心理、PT、OT、ST、指導員が延べ 525 人訪問した。

鶴見区、神奈川区、その他の区や川崎市の幼稚園・保育所等への巡回訪問、職員対象の勉強会

を実施した。また、保育所等訪問支援事業を 20園、22人に対して行った。 

・学校支援事業（表－13）は通常通り実施された。 

・相談支援事業（表－14）は、通園、児童発達支援事業所「パレット」、児童発達支援事業所

「わかば」、保育所等訪問支援事業で 171 人の利用計画を立て、80 人の継続計画を立てた。ま

た延べ 511 人のモニタリングを実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在籍児童数 延べ 49 人（3 歳児 43 人、4 歳児 6 人） 

延べ開催日数 
指導室①177日・指導室②172日（面談日 12日含む） 

2 指導室で延べ開所日数 215 日 

延べ利用人数 1555 人 

延べ開催日数 178 日（面談日 20 日含む） 

延べ利用人数 1654 人 

新規 再 合計

電話相談 1,063 7,285 8,348

来所相談 958 1,875 2,833

合  計 2,021 9,160 11,181

表－10　相談　

表－12　巡回相談(通園、わかば、パレット訪問分を含む）

幼稚園 保育所 学校 地域訓練会 その他 合計

訪問回数 92 252 6 9 0 359

相談件数 732 1600 15 43 0 2,390

4カ月健診 1歳6カ月健診 合　計
開催日数 23 15 38
延べ利用人数 78 19 97

表－11　療育相談（福祉保健センター）

表－13　学校支援事業

訪問回数 0 0 40 40

合　計
研修及び
ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ

研　修 ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ
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表－14 相談支援 

 

 

※他施設併用による利用計画再作成を含む。 

６ 相談ルームいろは 

相談体制の強化及び、初診前・集団療育開始前の一次支援として初回面談、ひろば事業、心理

個別相談を行っている。 

・初回面談は、申し込みから概ね 2 週間以内に実施。主に鶴見区在住の保護者及び、ひろば事業

の対象となる保護者を中心に 52件実施した。 

・ひろば事業（表‐15、表‐16）は、児童精神科初診前及び、集団療育開始前の０～４歳児親子

を対象とし、保護者の不安感の軽減等を目的に保護者の相談に対応している。鶴見区の相談ル

ームいろは、神奈川区の六角橋地域ケアプラザ、療育センター本体の３拠点で実施している。 

・児童精神科初診前の保護者を対象とした心理個別相談「いっぽ」は、幼児延べ 94 件、学齢児

延べ 77 件の保護者の相談に対応した。 

 

表‐15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 地域ニーズ対応事業等 

（１）初診待機解消モデル事業『学齢期への初診体制の整備による対策』 

非常勤嘱託医師による学齢児対象の初診体制を充実させ、年長児・学齢児の待機児童の解消

に向けて取り組んでいる。 

（２）『鶴見区、神奈川区で増加している外国にルーツを持つ子供たちの保護者支援を円滑に行う

ための通訳者利用事業』 

外国にルーツを持つお子さんの発達の遅れや集団不適応を発現し、療育センターへ紹介去れ

るケースが急増している。これまで通訳派遣事業や翻訳機器を活用してきたが、単発的な対応

では追い付かない状況となっている。そのため外国につながる保護者の支援を円滑に行うべく

、発達相談にかかわる通訳者向けに診療や療育に関する研修を実施。理解のある通訳者を育成

することで、日本語の理解が難しい保護者にも正しい情報を伝え、地域生活や子育て支援、集

団療育が効果的に進むよう試行している。研修を希望する通訳者に情報が伝わるよう横浜国際

交流協会および MIC かながわ、鶴見国際交流ラウンジ・神奈川区多文化共生ラウンジに協力を

得た。現在は、面談や診療、懇談会、集団療育の場に通訳を同行させることで、保護者の理解

を深め、育児負担軽減と療育効果の促進を図る事業として定着を図っている。 

※東部地域療育センター令和 6年度申込数 1,000件のうち、6％が外国につながる家庭。外国につながる

家庭の割合が 15％を超える地区もある。 

・通訳基礎研修 …全 5 回（6 月～10 月）延べ 60 人参加 

 

 

サービス利用計画※ 251 

モニタリング 511 

学年齢 利用児実人数 

0 歳児 5 人 

1 歳児 45人 

2 歳児 124 人 

3 歳児 57人 

4 歳児 ９人 

計 240 人 

延べ実施回数 延べ利用児人数 

597 回 1,957 人 

表‐16 
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・通訳依頼件数 …面談・説明などの通訳依頼（YOKE）   77 件 

集団療育・勉強会などの通訳依頼（MIC）119 件  

医療通訳依頼（MIC）          48 件 

・依頼した言語 …英語、タガログ語、スペイン語、中国語、ポルトガル語、タイ語、北京語ネパール

語、ベトナム語、ビサヤ語、シンハラ語、ベトナム語 

・保護者の国籍 …フィリピン、パキスタン、アルゼンチン、中国、ネパール、スリランカ、ブラジル

ベトナム、カメルーン、ジャマイカ、インド、台湾、ペルー、コロンビア、エチオ

ピア 

 

８ 管理部門 

（１）運営協議会の開催 

令和 6年 6月 17日、12月 2日 

（２）給食 

栄養士が献立作成や栄養相談、特別食の対応や食品ロス改善を実施。調理については民間業

者に委託し、通園利用児へ給食を提供。その他月 1回の給食委員会を開催。 

（３）送迎バス 

1台増便し、中型バス 3台の運転業務を民間会社へ委託。子どもの負担に配慮し、1時間を目

安にルートを設定。3ルート（鶴見・神奈川便、鶴見便、神奈川便）で運行した。 

 

   表－17 

延べ実施回数 延べ利用人数 

630 回 

（210 日×3台） 

11.910 人 

（鶴見・神奈川便 3.494 人、神奈川便 3.516 人・鶴見便 4.900人） 

 

（４）情報公開 

・開示請求なし 

（５）事故報告等 

・怪我 1 件 

・誤食 1件 

（６）監査など 

・外部監査  

令和 6年 4月 10日及び 12月 5日実施 

 

９ 社会に向けた取組 

（１）施設見学 9件 

・鶴見区保健師・ケースワーカー、医学部学生 2 校、作業療法士学生 3 校、公立小学校教員、

横浜市内療育センター職員、子育て支援拠点職員 

 

10 地域における公益的な取組 

（１）地域住民、関連機関等に対する福祉教育 

・実習生の受入  大学5校（通園課3校、地域支援課1校、臨床指導科）  

・実地研修の受入 県立支援学校2校 

・研修(講義)の実施 

ア 要配慮児研修（鶴見、神奈川区、川崎市幸区の幼保等職員、子育て関係者等対象） 

イ 横浜市教職員研修（横浜市教職員対象） 

ウ 神奈川区児童支援専任協議会研修(神奈川区小学校・中学校児童支援専任対象)  

エ 神奈川区小学校児童専任向け限局性学習症相談会 
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オ 神奈川県自閉症協会研修（一般参加者対象）    

   カ 医療的ケア児者等支援者養成研修（横浜市医師会）において講義 

   キ 日本特殊教育学会で集団療育の効果について発表 

   ク 横浜市立大学医学部学生への講義（5年生対象） 

   ケ 鶴見大学短期大学部学生への講義（専攻科対象） 

   コ 全国通訳者協会全国大会で発表（医療通訳者対象） 

   サ 横浜市専門通訳ボランティア・国際ラウンジ職員向け講義 

   シ 地域の民生委員向け障害理解についての講義 

   ス 放課後児童ｷｯｽﾞクラブ・放課後児童クラブ巡回相談員向け研修 

   セ 横浜市放課後児童育成事業 障害理解基礎研修 

   ソ 放課後児童健全育成事業（神奈川区・鶴見区）配慮児対応研修 

   タ 自立支援協議会児童部会 きょうだい児支援について研修講師 

チ かながわコミュニティカレッジ 

「発達障がい児地域コーディネーター養成講座（実践編）」講義 

（２）地域の関係者とのネットワーク作り 

・神奈川県社会福祉士会において実習指導者養成事業への取組 
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横浜市中部地域療育センター 

西区・中区・南区エリアにおいて、発達障害やその疑いのある子どもたちを対象に、新規

相談対応、集団療育、専門職による個別指導、関係機関への訪問支援等を実施。 

また、共働き世帯やひとり親世帯の増加など、多様化するニーズに対応するため、市と連

携して支援方法の検討を重ね、新たな取組も開始した。地域関係機関とも協働し、個々のニ

ーズに寄り添った支援を展開している。 

 

年度目標と進捗状況 

１ 一次支援事業及び地域支援事業の拡充 

・初診及び療育前の支援の充実を図るため、利用申込後すぐに支援ができる場とし

て、中区曙町に“相談ルーム「いろは大通公園」”を立ち上げ、これまで試

行的に実施してきた「ひろば事業」と「心理相談」を本格稼働した。 

・巡回訪問等から保育所・幼稚園等のニーズを把握し連携を図るほか、ご家庭の

事情等でセンターへの通所が困難なケースでは、保育所等訪問支援を実施した。 

２ 人材の育成 

・職員必須研修として、サービス向上のため接遇関連研修を追加した。また、個

人情報保護に関する研修を実施し、更なる意識向上を図った。 

・サービスの向上や業務の効率化を全体で意識出来るよう、職種間の連携を強

化することを目的としたコミュニケーション型研修を実施し、横の繋がりの

強化に取り組んだ。 

・事業継続計画（BCP）に関して、新入職者や異動者へ研修を実施。 

３ 経営基盤の強化 

・各種業務システムの先行導入を積極的に進め、業務の効率化を図ったほか、業

務工数削減の検討、試行を実施。 

・横浜市と協働で電子カルテシステムを導入し、次年度の本格稼働に向けた課題

把握やシミュレーション等を実施。 

４ 地域における公益的な取組 

・幼稚園、保育所や学校、地域関係機関などを対象に、ソーシャルワーカーを中心と

したセンター職員による講演会・勉強会などを催し、地域の機関や住民に、学び

の機会を提供。 

・併行通園先である幼稚園・保育所等の職員や個別支援級就学児の教師を対象に、

通園課での支援を紹介する研修を実施。 

５ サービス向上と適正化等に向けた取組 

・横浜市地域ニーズ事業「エビデンスに基づくメンタルヘルス支援」を拡充。CARE

の視点を取り入れた保護者への個別心理相談を実施。 

・保護者自身の精神的な問題に対し、医師およびメンタルヘルス担当心理士が心

理的支援・助言指導を実施。 

・早期親子グループで療育指導を受けている保護者を対象に、ストレス対策を目

的とした勉強会を実施。 

・超早期療育支援事業（JASPER プログラム）への取組を継続・充実させ、集団

療育利用前の超早期個別指導や、早期療育に当たる職員への研修を実施。 
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１．診療部門 

（１）外来診療 

診療部門については、診療体制の安定化により、診療人数は増となった。また、診断内

訳等については前年度同様の割合であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－3　初診ケースの紹介経路内訳

所属 人数 ％

福祉保健センター 251 39.5

医療機関 48 7.5

児童相談所 8 1.3

幼稚園・保育所 141 22.2

学校 59 9.3

知人 38 6.0

その他 91 14.3

合　計 636 100.0

所属 人数  ％

小学校(一般学級) 112 87.5

小学校(一般学級＋通級指導教室) 4 3.1

小学校(個別支援学級) 10 7.8

特別支援学校 0 0.0

その他 2 1.6

合　計 128 100.0

表－4　初診学齢児の所属内訳

診断名 人数 診断名 人数

自閉スペクトラム症（ASD） 400 骨・関節障害 0

注意欠如多動症(ADHD) 54 その他の運動障害 0

限局性学習症 16 構音障害 36

知的能力障害 16 吃音 19

言語発達遅滞 46 難聴 3

神経症圏 6 標準発達範囲（正常域） 0

精神運動発達遅滞 12 その他 0

運動発達遅滞 14

脳性麻痺・脳原性運動障害 14

合　　　　計 636

表－5 初診ケースの診断内訳

内訳 人数 ％

未就学児（0～5歳） 508 79.9

学齢児（6～11歳） 128 20.1

12歳以上 0 0.0

表－2 初診ケースの年齢内訳

表－1　診療科目別受診者数　　　　　　　　　　　　　 　(    )：前年度

診療科目

児童精神科 496 (460) 2,866 (2,700) 3,362 (3,160)

小児科 50 (0) 148 (0) 198 (0)

神経小児科 50 (46) 148 (136) 198 (182)

リハビリテーション科 30 (24) 159 (172) 189 (196)

補装具外来 0 (0) 126 (158) 126 (158)

耳鼻咽喉科 55 (50) 31 (31) 86 (81)

摂食外来 0 (0) 120 (135) 120 (135)

理学療法 0 (0) 1,544 (1,506) 1,544 (1,506)

作業療法 0 (0) 1,154 (1,061) 1,154 (1,061)

言語療法 0 (0) 1,039 (876) 1,039 (876)

聴力検査 0 (0) 415 (325) 415 (325)

心理検査・心理療法 0 (0) 1,985 (1,932) 1,985 (1,932)

合　計 681 (580) 9,735 (9,032) 10,416 (9,612)

初診 再診 計
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（２）早期療育科 

・早期療育科の初期療育グループでは、2～4歳児を対象とし、週 1回の通年クラス及び 8か

月クラスを運営（受入れは 3 歳児までだが、12 月入会児が年度をまたぎ 4 歳児となる）。 

・今年度より週 1日の運動障害クラスを含む通年クラスを、4から 2クラスに削減した。また、

11月終了クラスを 4クラス、12月入会の新規受け入れ人数を 2クラス分 18人増やした。 

・新規 4 月入会 6 クラス、8 月入会 4 クラス、12 月入会 4 クラス計 14 クラス、および昨

年度 12月からの継続 4クラスと合わせてのべ 144人が利用。 

・昨年度に引き続き、2歳児・3歳児中心の障害別及び発達の状態像によるタイプ別クラ

ス編成とした。そのため主に運動障害、または知的に遅れのない利用者のクラスでは

定員に満たないクラスが出た。 

・令和 6年 4月から 12月までの新規グループ利用人数は 118 人。12月入会対象児では 5

人ほどを通園優先で案内した。 

・今年度は通年クラスの中重度知的障害を中心としたクラスで、メンタルヘルス職員に

よる保護者向け勉強会を実施。 

 

２ 通園部門 

親子通園週 1日を 5クラス（45人）、単独通園週 5日を 4クラス（33人）、単独併行週 1日を

5クラス（45人）運営。今年度から親子通園はすべて週 1日とし、保護者アンケートも良好で概

ね毎回懇談会を開催できたことで、ピアカウンセリングに繋がった。また、週 5日クラスに空き

が生じたため未療育児の受け入れが増えた。年長児については受入れ期間内で可能な内容を絞

ってケースに対応した。 

・通園児童数（令和 7年 3月末現在） 

ア 児童発達支援センター121 人 

イ 通園施設開所設定日数 218日、延べ利用人数 8,305 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－8 年間で実施した主な活動（単独週５） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域支援部門 

令和 6年度の相談件数は延べ 2,636 件（電話 1,647件、来所 989 件）、新規申込は 708

件。巡回相談は 247回実施し、計 1,866件対応（児童発達支援事業所等含む）。また、通

所困難な 30 人には年 3回を目途に保育所等訪問支援を実施。 

4 月 はじめましての会・オリエンテーション 10 月 親子レク・面談 

5 月 面談・経験交流会 11月 録画懇談会・参観 

6 月 内科、歯科健診・保育参観・学校見学 12月 家族参観・小グループ活動 

7 月 耳鼻科健診・懇談会 1 月 豆まき集会 

8 月  2 月 面談 

9 月 小グループ活動 3 月 保育参観・懇談会・お別れ会 

表－6　年齢別在籍児数

福祉型 医療型 合計 （％）

2歳児 0 0 0.0

3歳児 41 41 33.6

4歳児 54 54 44.3

5歳児 27 27 22.1

合　計 122 0 122 100.0

表－7　利用契約日数別在籍数

福祉 医療 小計 福祉 医療 小計 福祉 医療 小計

2歳児 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3歳児 40 0 40 0 0 0 0 0 0

4歳児 40 0 40 0 0 0 14 0 14

5歳児 8 0 8 0 0 0 19 0 19

合 計 88 0 88 0 0 0 33 0 33

週1利用

(72.7%)

週5利用

(27.3%)

週2利用

(0.0%)
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表－11 巡回相談（フルール巡回含む）   

  幼稚園 保育所 学校 地域訓練会 その他 合計 

訪問回数 55 186 0 6 5 252 

相談件数 426 1369 0 33 85 1,913 

 

表―12 保育所等訪問支援 

 

 

 

表－14 相談支援 

 

 

 

４ 一次支援事業所「いろは大通り公園」 

   センター利用申し込みから待たせることなく支援を提供する事業所を開設した。処遇 

が開始されるまでの期間に、小集団で遊びながら相談ができるひろば事業と、医師の診 

療が開始されるまでの期間に、心理職を中心とした専門職による個別相談を実施した。 

 

ひろば事業 876 人 

心理相談 108 人 

 

５ 児童発達支援事業所「フルール」 

知的に遅れがなく、集団生活や家庭生活において配慮が必要な発達障害のある（疑い

含む）4～5歳児及び保護者を対象とし、週 1回のグループ療育と就園先巡回訪問を実施。令

和 6 年度は 1 クラス 6 人で計 8 クラスを運営、合計 48 人（5 歳児 48人）が在籍。  

延べ開催日数 175 日（面談日 15 日含む） 

延べ利用人数 1,505 人 

 

６ 横浜市地域ニーズ対応事業・モデル事業 

地域ニーズ対応事業（メンタルヘルスサポート事業） 

・医師やメンタルヘルス担当心理師が保護者の精神的問題に対して助言・支援を行い、

医師は診療における心理的支援も実施。心理士による個別面談は 9人・延べ 28回、職

員との情報交換 24回、研修 1回、会議参加 2回（CAP 等）を実施。 

・早期親子グループの保護者を対象に、ストレス対策を目的とした勉強会「みんなで考

える“わたしのこころケア”」を 2回実施。 

・UCLA 開発の JASPER プログラムを用いた超早期個別指導を 7 人に実施（延べ 78 回）。

大学教員によるスーパーバイズ 1回、職員向け研修 1回を実施した。 

契約者数 29 

訪問回数 77 

サービス利用計画 197 

モニタリング 478 

新規 再 合計

電話相談 708 939 1,647

来所相談 636 353 989

合  計 1,344 1,292 2,636

表－9　一般相談　 表－10　療育相談
4カ月健診 1歳6カ月健診 合　計

開催日数 28 23 51
延べ利用人数 61 39 100

表－13　学校支援
研修及び
ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ

研　修 ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ 合　計

訪問回数 0 1 58 59
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７ 管理部門 

（１）運営協議会の開催（7 月 5日、2月 7日実施） 

開かれたセンターの運営を行うために、令和 6年度運営協議会を 2回開催。 

（２）給食 

栄養士が献立作成や栄養相談、特別食の対応や食品ロス改善を実施。調理については

民間業者に委託し、通園利用児へ給食を提供。その他月 1回の給食委員会を開催。 

（３）送迎バス 

通園送迎バスとして中型バス 2 台・マイクロバス 1 台を、また吉野町駅・南太田駅循

環のシャトルバス 1台を民間会社に委託して運行。 

（４）情報公開、苦情対応 

開示請求0件、情報提供 115件（自己情報開示）、苦情申し立て0件。 

（５）工事等 

新規事業所開設工事、施設内照明器具の段階的ＬＥＤ化工事、指導室床改修工事、自

動ドア修繕工事他実施。 

（６）清水ヶ丘地域ケアプラザとの連携・調整 

連絡調整会議を月 1回開催し、情報共有や意見交換、課題解決等に努めた。 

（７）監査等 

・横浜市実態調査 11月 25日実施 

・外部監査    4月 9日、12月 2日実施 

 

８．社会に向けた取組 

（１）福祉分野の人材育成 

実習生 5人を受入(通園 4人、心理 1人)。  

（２）その他 

・ボランティア（教材作成 1人、おもちゃ修理 1人） 

・施設開放（通園保護者の会の部屋利用） 

 

９ 地域における公益的な取組 

（１）啓蒙・啓発活動 

  ・ソーシャルワーカー等による研修 

保育所・幼稚園職員への要配慮児研修は計 5回 179 人に実施。 

・地域の関係者とのネットワークづくり 

ア 3区の児童発達支援・放課後等ディサービス事業所との連絡会及び事務局（計10回） 

イ 3 区それぞれで保健師及びケースワーカーとの連絡会開催（計 3回） 

・地域の要支援者に対する権利擁護支援 

ウ 要保護児童対策地域協議会(計 4回) 

エ 個別支援会議等（計 5回） 

・関係機関職員のセンター見学受入れ 

児童発達支援放課後ディサービス事業所は計 3 回延べ 87 人、その他機関では計 13

回延べ 141人に実施。 

・地域住民に対する福祉教育 

住民及びボランティア希望者への障害理解の講座は 1回延べ 10 人に実施。 

・心理職による発達支援オンラインワークショップ講師 
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・心理職による特別支援教育総合センターでの職員研修（1回） 

・心理職による南区訓練会とんとん勉強会講師「子育てのコツ」 
・心理職による六ッ川小学校個別級の先生方へのワークショップ 
・言語聴覚士による国立リハビリテーションセンター学院での講演 
・横浜型医療的ケア児コーディネーター養成研修にかかる実地研修受け入れ（１回） 

（２）各区自立支援協議会 

・西区・中区児童部会等（計 9回） 

  ・南区相談支援部会（計 6回） 

  ・西区・南区療育と教育の連絡会（計 2回） 
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横浜市南部地域療育センター 
 

主に磯子・金沢区エリアを所管し、発達の遅れや障害のある子どもの初診から、早期療育、通園、専

門職による個別指導や区域内の幼稚園・保育所への訪問支援まで、地域の療育を担う中心的施設として

開設以来 40年目を迎えた。 

 

 

年度目標と進捗状況 

１ 人材の育成 

・職員欠員時の対応については、課間応援体制を組むなど一時的でもセンター全体でサービス水準

の維持に努める意識を高められるよう職員間の意思疎通と交流を図った。 

・研修企画についても、自ら学ぶ意欲の向上と他職種交流促進等を念頭に、主任やベテラン職員で

組織する人材育成委員会が中心となり、企画運営を進めた。 

 

２ すみやかなサービス提供への取組(一次支援の拡充) 

・初診及び療育前の支援の充実を図るため、利用申込後すぐに支援ができる場として、金沢文庫に

「いろは金沢文庫」を立ち上げ、「ひろば事業」と「心理相談」を本格稼働した。また、地域

の子育て支援拠点や地域活動ホームとの連携事業を実施し、地域の中で子どもの発達について

相談できる場を提供した。 

・保護者の不安解消を目的に、昨年度に引き続き初診後に参加できる「家庭療育セミナー」を実

施。 

 

３ 柔軟な療育システムの構築 

・通園部門では併行通園児の増加が顕著であり、週１日の低頻度療育のニーズが高まりと、週５

日通園のニーズ減少を鑑み、令和 7年度からの対象年齢や集団療育のクラス編成の変更など、

多様化する利用者のニーズを考慮した支援のあり方等の検討を行った。 
・療育システムプロジェクトでは、増加傾向にある学齢児支援や集団療育のシステムについて検

討を実施。早期療育科では、令和７年度の集団療育に繋がらなかった利用児への支援に向け

て、学齢児支援の現状と処遇会議の実施を検討した。 

 

４ 経営基盤の強化と施設管理 

・収入面では、年度当初に障害福祉サービスの人員体制や加算の精査を行い、職員配置加算等を

見直した。経営企画本部と連携し、中核機能強化加算や処遇改善加算等の収入適正化に取り組

んだ。また、令和 7年からの各指定事業更新手続きを行った。 

・老朽化の進む施設の管理運営については、経費支出の平準化に向けて、修繕や備品更新等の５

か年計画を立て、順次執行した。 

 

５ 地域における公益的な取組 

・地域との顔の見える関係づくりを進めるため、杉田５丁目合同イベント「すぎたからつな５（ゴー）」

へ参加。また、幼稚園保育所の教職員向け「キラッとオープンデー」を継続実施した。 

・学校教職員向けの公開療育や、幼稚園、保育所や学校などを対象にソーシャルワーカーが中心となっ

て実施した講演会・勉強会など、地域住民に学びの機会を提供し、療育の知見について広く共有

する取組を行ったほか、実習生やボランティア等の受入れを実施した。 
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 診療部門 

（１）外来診療 

初診と再診を合わせて 10,235 件の診療および評価・訓練を実施。初診ケースの年齢別内訳は、未

就学児（0～5歳）が 400人（75.5％）、学齢児（6～11歳）が 130人（24.5％）となり、前年同期比

で初診が 10件増加、再診は 7件減少した。初診の紹介経路では、福祉保健センターからの直接紹介

が最も多く 155人（29.2％）を占め、診断は主に発達障害（知的障害、自閉スペクトラム症、注意欠

如多動症）で、特に高機能群が多数であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－3　初診ケースの紹介経路内訳

所属 人数 ％

福祉保健センター 155 29.2

医療機関 37 7.0

児童相談所 1 0.2

幼稚園・保育所 121 22.8

学校 64 12.1

知人 97 18.3

その他 55 10.4

合　計 530 100.0

所属 人数  ％

小学校(一般学級) 117 90.0

小学校(一般学級＋通級指導教室) 6 4.6

小学校(個別支援学級) 6 4.6

特別支援学校 1 0.8

その他 0 0.0

合　計 130 100.0

表－4　初診学齢児の所属内訳

診断名 人数 診断名 人数
自閉スペクトラム症（ASD) 88 脳性麻痺・脳原性運動障害 2
注意欠如多動症（ADHD) 61 骨・関節障害 0

限局性学習症 8 その他の運動障害 8

知的能力障害 129 構音障害 39

言語発達遅滞 27 吃音 14

神経症圏 56 難聴 5

精神運動発達遅滞 21 標準発達範囲（正常域） 16

運動発達遅滞 3 その他 53

  合　計 530

表－5 初診ケースの診断内訳

表－1　診療科目別受診者数　　　　　　　　　　　　　 　(    )：前年同期

診療科目

児童精神科 451 (439) 2,519 (2,105) 2,970 (2,544)

小児神経科 2 (5) 33 (15) 35 (20)

リハビリテーション科 18 (28) 262 (220) 280 (248)

補装具外来 0 (0) 176 (218) 176 (218)

耳鼻咽喉科 59 (48) 44 (56) 103 (104)

摂食外来 0 (0) 176 (173) 176 (173)

理学療法 0 (0) 1,777 (1,891) 1,777 (1,891)

作業療法 0 (0) 1,668 (1,508) 1,668 (1,508)

言語聴覚療法 0 (0) 1,347 (1,523) 1,347 (1,523)

心理療法 0 (0) 1,458 (1,632) 1,458 (1,632)

臨床検査 0 (0) 89 (45) 89 (45)

看    護 0 (0) 156 (326) 156 (326)

合　計 530 (520) 9,705 (9,712) 10,235 (10,232)

初診 再診 計

内訳 人数 ％

未就学児（0～5歳） 400 75.5

学齢児（6～11歳） 130 24.5

12歳以上 0 0.0

合　計 530 100.0

表－2 初診ケースの年齢内訳
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（２）早期療育科 

・令和６年度の開設日は 212日。 

・週１回の頻度で開催、25から 27回の療育を１クールとし、午前 10時から午後 12時 50分の時間

で集団療育を実施した。期間中 157組の親子に支援を実施。 

・4月・8月の新規入会クラスはそれぞれ 5クラス、定員 9組で編成。4月入会には医療的ケア児・重

度心身障害児・未歩行児によるクラスを 1クラス設置。12月新規入会は 4クラス、定員 9組で編

成し、4月入会の医療的ケア児等のクラスは年度末まで利用期間を延長した。 

・利用児の支援に関しては、集団活動、ADL面の取組等を通じたプログラムを実施。保護者へは、各

種勉強会、懇談会や面談等を通じて、情報提供とメンタル面への支援を実施。 

 

２ 通園部門 

・プール療育は設備不具合により実施回数が減少。一方、家庭訪問、交流保育、遠足は計画通り実施。

交流保育では地域の幼稚園や保育園の園児の招致や、運動障害クラスが保護者同伴で地域の園へ訪

問を行うなど、交流の機会を確保した。 

・学校への引継ぎは、学校からの依頼に応じて就学前と就学後に実施（13件）。巡回訪問は「青い鳥

週１日クラスで実施した（29件）。 

・公開療育は例年通り 2日間実施し、地域の小学校・特別支援学校教職員 49人が参加。療育見学、講義、

教材展示を行った。 

・定員は 5月に転居による入園で充足。ニーズの低下などによる年度途中の退園もあったが新たな希

望もあり、概ね年間を通して充足。家族状況、兄弟や就園先との調整等により出席率が低いケース

も一部見られた。 

・地域関係機関との連携では、ソーシャルワーカーが同行し、関係者ミーティングやカンファレンス

に積極的に参加した。 

・通園児童数(令和 7年 3月末現在) 

親子通園 54人、併行通園36人、週 5日通園 37人で合計 127人。 

・通園施設開所日数 

219日、延べ利用人数 8,726人。 

在席数 合計 （％）

2歳児 0 0 0.0

3歳児 9 9 7.1

4歳児 72 72 56.7

5歳児 46 46 36.2

合　計 127 127 100.0

表－6　年齢別在籍児数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－7　利用契約日数別在籍数

福祉 小計 福祉 小計 福祉 小計 福祉 小計 福祉 小計

2歳児 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3歳児 9 9 0 0 0 0 0 0 0 0

4歳児 57 57 0 0 0 0 0 0 15 15

5歳児 24 24 0 0 0 0 0 0 22 22

合 計 90 90 0 0 0 0 0 0 37 37

(29.1%)

週5利用週1利用 週2利用 週3利用 週4利用

(70.9%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)
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表－8  年間の主な行事 

 

 

 

 

 

 

 

※避難訓練（毎月）、引き取り訓練（年１回）、プール療育（青い鳥週５日、親子通園：５～10月） 

※内科健診（年２回）、耳鼻科健診（年１回）、歯科健診（年１回） ＊併行通園児除く 

 

３ 地域支援部門 

・年間相談件数（表‐9）の新規・電話相談の 576は申込件数、来所相談 530は初診件数を表す。 

・福祉保健センターからの紹介は 33％、幼稚園・保育所から 23.1％、病院・医院の紹介が 10％そ

の他教育機関が 34％となった。 

・療育相談（表‐10）では4カ月健診から6人、１歳6カ月健診から3人が当センターへ紹介された。 

・巡回相談（表‐11）はソーシャルワーカーを中心に延べ 155回訪問した。 

・各区での幼稚園・保育所向け勉強会として、磯子区グループワーク研修を実施。例年実施してい

る保育士・幼稚園教諭への研修は、今年度は動画配信にて実施。 

・学校支援事業（表‐12）は、学校訪問にくわえ、特別支援教育コーディネーター協議会や各区児

童支援専任教諭協議会への参加、関係機関への研修等を通じ、幅広く学校や関係機関との連携、

支援を行った。 

・相談支援事業（表‐13）では、令和 6年度は通園及び児童発達支援事業を利用する 183人に対し

て計画を立てた。モニタリングを延べ 447人に対して実施。 

・保育所等訪問支援事業は、利用児8人を対象に実施。延べ16回の訪問支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    表－12 保育所等訪問支援事業 

 

 

 
表－14 相談支援（保育所等訪問支援を含む） 

 

 

 

 

４月 入園式、面談、懇談会 10月 お弁当給食、懇談会、勉強会 

５月 親子登園日、勉強会 11月 遠足、園長懇談会 

６月 面談、勉強会、家庭訪問 12月 勉強会 

７月 公開療育、親子登園日 １月 親子登園日、勉強会 

８月 家族参観週間 ２月 面談、懇談会 

９月 勉強会、親子登園日 ３月 卒園式、お別れ会 

契約者数 8 

訪問回数 16 

サービス利用計画 183 

モニタリング 447 

新規 再 合計
電話相談 576 2,521 3,097
来所相談 530 1,121 1,651

合  計 1,106 3,642 4,748

表－9　相談　

4カ月健診 1歳6カ月健診 合　計
開催日数 21 3 24
延べ利用人数 63 9 72

表－10　療育相談（福祉保健センター）

表－11　巡回相談

幼稚園 保育所 学校 地域訓練会 その他 合計

訪問回数 37 98 10 2 8 155

相談件数 550 944 26 2 113 1,635

表－13　学校支援事業

訪問回数 3 7 62 72

合　計
研修及び
ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ

研　修 ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ
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４ 児童発達支援事業所「はらっぱ」 

・知的に遅れがなく、集団生活や家庭生活において、配慮が必要な発達障害のある（疑い含む）５

歳児と保護者を対象に、週１回のグループ療育を実施。1クラス 6人、全8クラス編成で、当年度

は 48人（すべて 5歳児 ※9月 1人退会、11月 1人入会）が在籍。 

 

 

 

 

・感染症拡大防止対策を継続しつつ運営。保育参観は人数制限を設けて実施し、登降園時間の分散

を継続。保護者勉強会は衛生対策を講じたうえ、曜日単位で再開。巡回訪問は引き続き短時間か

つ職員 1名で対応。 

・夏休み期間に、小学 1年生の卒園児を対象としたフォローを 4回実施し、43組の親子が参加。児

童はクラス活動を通じて交流し、保護者は懇談会で近況報告などを行った。 

 

５ 一次支援事業所「相談ルームいろは 金沢文庫」 

相談体制の強化と、初診・集団療育開始前の一次支援として、一次支援事業所を開所。初回面談、ひ

ろば事業、個別相談を実施。 

（１）子育てルーム「ありんこ」（ひろば事業） 

初診前インテーク面接後の遊びの場として、ひろば事業の開催を継続し、３月末時点で 101組、

延べ 652 組の親子が参加し、その多くが複数回利用。早期療育グループやはらっぱの集団療育、心

理フォローへの円滑な移行に繋がった。 

（２）子育て相談「てんとうむし」（心理個別相談） 

児童精神科への相談を希望する１から５歳児を対象に、延べ 165人（実人数 112人）が利用。初

回相談の場として多様なニーズに対応。今後も利用状況を踏まえ、実施方法や対象児の見直しを検

討していく。 

（３）その他 

磯子区地域子育て支援拠点「いそぴよ」での発達相談（年４回 各回２組の相談）、金沢区地域子

育て支援拠点「とことこ」でのミニ講座（年２回）、磯子区地域活動ホーム「いぶき」と「いそぴよ」

との連携事業でのミニ講座・懇談会（年４回）、ケアプラザでのひろば開催（年６回）、及び親と子

の集いのひろばにて講座を実施した。また、福祉保健センターでの子ども相談や、親子教室を利用

している親子へのひろば事業の一部開放を実施。 
延べ利用者数 

ひろば事業 652 

心理相談 165 

 

６ 地域ニーズ対応事業等 

（１）地域ニーズ対応事業「学齢評価の待機解消および学齢児への継続的支援」 

本事業により学齢評価の待機解消が進み、診療月から１ヶ月以内での評価が可能となった。 

当年度は 148件の評価を実施。評価後も継続した支援を提供するため、最大４回の個別相談によ

るフォロープログラムを提供した。 

（２）家庭療育セミナーの開催 

心理士・看護師が講義・ワークショップ形式で実施する「家庭療育セミナー」を、年 3クール（1

クール 4講座）開催。各回全て会場とオンラインの同時開催とし、参加者からは初診後のサポート

態勢の一つとして好評を得た。 

・１クール目（4～7月）参加者 延べ 28人 

・２クール目（8～11月）参加者 延べ 28人 

・３クール目（12～3月）参加者 延べ 39人 

延べ開催日

 

176日（面談日12日含む） 

延べ利用人

 

2,107人 
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（３）法人加配事業「エビデンスに基づいた家庭療育プログラム」～ 

平成 28年度から 3年間、法人モデル事業として、「エビデンスに基づいた家庭療育プログラム

（こぐまくらぶ）」を行なった。家族が利用児に必要なコミュニケーション・スキルを家庭で教え

られるようになることを目標としたプログラムであり、法人加配事業として継続している。 

早期療育グループにつながるまでの１歳児、及び初診時に言語未獲得と判断された２歳児が対

象。令和６年度は 33人に対して述べ 164回行った。待機ケースを出すことなく対応できた。 

 
７ 管理部門 
（１）運営協議会の開催（６月 14日、２月７日開催） 

開かれたセンターの運営を目的とし、運営協議会を年２回開催。 

（２）給食 

栄養士が献立作成や栄養相談、特別食の対応や食品ロス改善を実施。調理については民間業者に委

託し、通園利用児へ給食を提供。その他月 1回の給食委員会を開催。 

（３）送迎バス  

通園送迎バスとして、バス２台を民間会社に委託して運行。 

（４）情報公開、苦情対応 

開示請求０件、情報提供 218件（自己情報開示）、苦情対応０件。 

（５）事故報告等 

  １件あり（連絡帳の入れ間違いによる個人情報漏洩について市のこども青少年局へ文書にて報告）。 

（６）大規模修繕工事 

横浜市において、平成 30 年に策定された「横浜市地球温暖化対策実行計画」に基づき一部照明設

備のLED化を実施。全館の照明設備がLED化に切り替わった（７月 13日実施）。 

また、通園部門を利用している弟妹児の預かり保育で使用していたプレハブがリース期間満了によ

り建て替えとなるため、年度末にプレハブの解体工事を実施。 

（７）監査等への対応 

・横浜市実態調査（令和６年９月 11日実施） 

・外部監査   （令和６年４月 10日、12月４日実施） 

 

８ 社会に向けた取組 
（１）ボランティア受入 

通所児弟妹保育 14人（延べ 235人）、保育補助７人（延べ 139人）。 
（２）施設見学受入 

16件延べ 112人（通園課 11件延べ 62人、地域支援課 5件延べ 50人）。 
（３）施設開放 

42回（会議室等利用 28回、駐車場利用 14回）。 
 

９ 社会貢献（地域における公益的な取組） 

（１）啓蒙・啓発活動 

・実習生の受入 

社会福祉士実習 1人、保育士 2人、横浜市大医学部実習生 2人受入れ。 

・ソーシャルワーカー等による研修 

   ア 「子どもの発達支援セミナーキラッと」をWEB配信で開催（動画視聴 969件） 

   イ 保育所・幼稚園教諭向け見学会「キラッとオープンデー」を開催（2回 44人） 

   ウ 保育所・幼稚園教諭への要配慮児研修（4回 103人） 

   エ 教育機関職員向け研修（3回 70人） 

  ・地域の関係者とのネットワークづくり 

   オ 磯子区発達障害児・者地域支援ネットワーク（年４回） 

  ・地域の要支援者に対する権利擁護支援 

   カ 要保護児童対策地域協議会（３回）・個別支援会議等（17回） 
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  ・地域住民に対する福祉教育 

   キ 住民及びボランティア希望者への障害理解の研修（４回 57人） 

（２）その他 

・地域の催事への協力（令和 7年 10月 12日開催） 

杉田５丁目合同イベント「すぎたからつな５（ゴー）」が開催され、通園課ホールを一般開放し「あ

そびのひろば」を実施した。利用児を含む地域住民への周知や、関係機関との連携を主な目的として

いるが、幼児のあそびの場として地域住民にも好評であった。 

・各区自立支援協議会 

ア 磯子区：代表者会（１回）・子ども部会（４回）・相談支援部会（４回）・重心部会（２回） 

イ 金沢区：代表者会（１回）・児童部会（２回）・相談支援部会（６回）・重心部会（３回） 

※磯子区子ども部会では事務局を担当 

  ・関係機関との連携 

   ウ 各区福祉保健センターとの連絡会（年４回） 

   エ 各区保育所園長会・幼稚園園長会（年６回） 
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川崎西部地域療育センター 

川崎西部地域療育センターは平成 22年 4月に開所し、15年目を迎えた。担当エリア（宮

前区・多摩区の一部）に令和 4年 10月に子ども発達・相談センターが 2か所開設され、診療

を前提としない相談等を子ども・発達相談センターで受け止めている。 

こうした相談等の効率化により、幼稚園・保育所への巡回訪問や地域の事業所への学習会

開催など地域支援に注力するとともに、診療、相談支援、通所支援等幅広く地域中核施設とし

ての機能向上を意識しつつ、障害のある子どもとその家族等への支援に取り組んでいる。 

年度目標と進捗状況 

１ 新たな相談フローにおける適切な支援体制の整備 

・幼児期の相談申込みは、子ども発達・相談センター経由が大半を占めるようになり、同センタ

ーの認知が保育所・幼稚園・学校に定着してきたことが要因と考えられる。 

・子どもの発達課題に関する相談支援機関である、子ども発達・相談センターで作成した利用

児の支援方針をもとに、療育センターでは、継続的な相談や診断を希望する主訴が明確なケ

ース等への対応を効率的に行うなど、より円滑な支援につながった。 

・地域の幼稚園、保育所、学校に対しソーシャルワーカーによる巡回訪問や専門職による保育

所等訪問支援により連携を深めた。それぞれの関係機関が療育的技法を取り入れることによ

り、利用児の過ごしやすさに繋がるなど、地域における支援力の向上を図った。 

・医療的ケア児支援において、行政や地域機関と連携しながら、退院カンファレンスへの参加

などを通じて、所内での支援体制の在り方を検討・強化した。 

・共働き家庭の増加等による併行通園ニーズに対応するため、柔軟にクラス編成と支援内容の

見直しを行った。 

２ ニーズに柔軟に対応できる人材の育成、子どもの権利保障及び各種計画への対応強化 

・人材育成、資格更新や加算算定等を考慮し、適任な職員が児童発達支援管理責任者、医療的

ケア児コーディネーター、相談支援専門員、強度行動障害支援者等の研修を受講した。 

・虐待防止委員会や、身体拘束適正化委員会の開催、要保護児童対策地域協議会等への参加な

ど、子どもの権利保障に関する取組を継続して実施した。 

・自然災害、感染症の業務継続計画や安全計画を策定し、職員への周知を行った。動画研修によ

り理解を深め、机上訓練にて各職員が被災時の状況想定を行った。 

３ 職員が安心して業務に取り組める環境と適正なサービス提供のための業務フローの整備 

・ハラスメント防止研修として、川崎市男女共同参画センター「すくらむ 21」に外部講師を依

頼し、8月に職員全体研修を実施した。 

・令和 6年度障害福祉サービス報酬改定に関する勉強会を実施。加算算定の注意点などを確認

し、直接処遇職員等への情報共有を行った。 

４ 経営基盤の強化と適切な施設運営、建物・設備等の維持・管理等の推進 
・報酬改定等に対応し、川崎市と中核機能強化加算の取得調整を行い、収入の適正な確保に取

り組んだ。また処遇改善加算を算定し、給与改善を実施した。 

・新たに保育場等訪問支援において自己評価を実施したほか、児童発達支援等のサービスにお

いて、支援プログラムの公表を行うなど、適切な施設運営に取り組んだ。 

・屋上防水および外壁の大規模修繕について建築士と検討を進め、工期や工法の確認を 

行った。給食関連設備の更新や建具の小破修繕など、経年劣化への対応を実施した。 

・通園バスの入替について検討し、2台の新車導入を決定。うち 1台は車椅子利用児も乗車で

きる車両とした。 
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１ 診療部門 

（１）外来診療 

表－1　診療科目別受診者数　　　　　　　　　　　　　 　(    )：前年同期

診療科目

小児精神科 437 (390) 4,405 (4,296) 4,842 (4,686)

児童精神科 0 (0) 0 (0) 0 (0)

神経小児科 0 (0) 0 (0) 0 (0)

小児科 0 (0) 0 (0) 0 (0)

リハビリテーション科 10 (11) 458 (468) 468 (479)

耳鼻いんこう科 14 (16) 73 (62) 87 (78)

摂食嚥下外来 0 (0) 83 (87) 83 (87)

理学療法 0 (0) 2,232 (2,252) 2,232 (2,252)

作業療法 0 (0) 1,919 (1,863) 1,919 (1,863)

言語聴覚療法 0 (0) 1,466 (1,628) 1,466 (1,628)

心理検査・心理療法 0 (0) 1,766 (1,733) 1,766 (1,733)

看護 0 (0) 134 (431) 134 (431)

合　計 461 (417) 12,536 (12,820) 12,997 (13,237)

初診 再診 計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 児童福祉・社会福祉の推進に資する地域貢献・社会貢献の充実 

・関係機関からの研修生や教育機関からの実習生を受け入れ、福祉業界の人材育成と発掘に積

極的に取り組んだ。 

・川崎市独自の幼稚園・保育所職員向け発達支援コーディネーター養成研修や各区コーディネ

ーター連絡会の研修内容の検討に携わり、講師・司会等も努めた。 

 

内訳

未就学児（0～5歳） 335 (322) 72.7 (77.2)

学齢児（6～17歳） 126 (95) 27.3 (22.8)

合　計 461 (417) 100.0 (100.0)

人数 ％

表－2 初診の年齢内訳

表－3　未就学児の所属内訳

所属 人数 ％

在宅 56 16.7

幼稚園 89 26.6

保育所 190 56.7

合　計 335 100.0

所属 人数  ％
小学校(通常の学級) 107 84.9

小学校(特別支援学級) 5 4.0

特別支援学校（小学部） 0 0.0

中学校（通常の学級） 10 7.9

中学校（特別支援学級） 2 1.6

特別支援学校（中学部） 0 0.0

一般高校 1 0.8

特別支援学校（高等部）他 1 0.8

合　計 126 100.0

表－4　初診学齢児の所属内訳
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（２）外来療育等 

心理士、言語聴覚士、作業療法士、理学療法士、看護師が子どもの発達評価、個別

相談、機能発達支援、グループ療育、個別療育、在宅患者訪問リハビリテーション、

環境調整等を行っている。 

表－６ 

 

 

 

（３）グループ療育（診療報酬） 

表－７ 

種別 頻度 クラス数 利用児童数 実績人数 

学齢児グループ 月 2回 1クラス  10人 124人 

運動遅滞系初期グループ 月 1回 1クラス   6人   9人 

学齢児グループは、Web・メディア（Zoom）を使用した活動も模索しています。 

 

２．通園部門 

（１）児童発達支援センター 

・児童発達支援センター、医療型児童発達支援センターと種別に分けて契約を行い、

発達支援を行った。 

・2 歳児を対象とする週 1 日親子通園（1 クラス）、3 歳児を対象とする週 1 日親子通

園（1クラス）、週 2.5日単独通園（2クラス）4・5歳児を対象とする週 1日親子通

園（7クラス）、週 2.5日単独通園（2クラス）、週 5日単独通園（3クラス）を開催。 

・幼稚園や保育所等への訪問支援、小学校への引継、公開療育や講座を実施し、地域

の関連機関への移行支援と技術支援を実施。 

 

表－８ 

利用種別 定員 利用児童数 延ベ児童数 

児童発達支援センター（知的障害児） 50人 119人 7,757人 

医療型児童発達支援センター 

（肢体不自由児） 
10人 8人     491人 

合  計 60人 127人 8,248人 

 

心理療法 理学療法 作業療法 言語聴覚療法 重心児訪問療育 

1,766人 2,232人 1,919人 1,466人 利用なし 

表－5 初診ケースの診断内訳

診断名 人数 診断名 人数

自閉スペクトラム症 204 語音症・小児期発症流暢症 44

自閉スペクトラム症＋知的発達症 97 難聴 2

注意欠如・多動症 56 ダウン症候群 6

限局性学習症 4 適応障害・行動障害等 4

知的発達症 13 その他 1

言語症 15

脳性まひ･中枢神経性運動障害 5

その他の運動障害 10

合　　　　計 461
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表－11 主な行事(この他に毎月 1回避難訓練を実施) 

 

 

 

 

 

 

３ 地域支援部門 

（１）福祉相談室 

・利用者からの様々な相談に対し、利用児の状態や年齢、家庭環境に応じた個別の調

整等を行った。 

・所内の福祉相談室は、各課との連携調整や会議の開催、地域関係機関との連携や各

種会議への出席を通じて、「顔の見える関係づくり」に努めた。 

・相談支援事業所としては、主に医療的ケア児、肢体不自由児などを対象に利用計画

の作成にあたるとともに、モニタリング・サービス担当者会議を実施した。 

   ア 新規申込・初回面談 

令和 6年 4月 1日～令和７年 3月 31日 

新規申込数 480人（令和 5年度 466人） 

初回面談（インテーク）数：460人 

イ 相談支援事業 

令和 6年 4月 1日～令和７年 3月 31日 

契約数：36人（医療ケア児 15人） 

（年齢内訳：幼児 14人・小学生 13人・中学生 8人・高校生１人） 

ウ 巡回訪問総数 

福祉相談室では担当エリア（宮前区・多摩区）全て、及び近隣区（横浜市・東京

都と一部）の幼稚園・保育所、合わせて約 250 園に巡回訪問の案内を発送。依頼

に応じ訪問を実施。 

4月 入園始業式 8月 公開療育講座・夏まつり 12月 クリスマス会 

5月 内科検診 9月 お弁当給食 1月 家庭の工夫報告会 

6月 卒園児交流会 10月 ハロウィン 2月 単独通園保護者会 

7月 日曜家族参観 11月 土曜家族参観 3月 卒園式 

表－10　利用契約日数別在籍数

福祉 医療 小計 福祉 医療 小計 福祉 医療 小計 福祉 医療 小計 福祉 医療 小計

2歳児 3 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3歳児 9 1 10 4 2 6 14 0 14 0 0 0 0 0 0

4歳児 31 0 31 0 0 0 8 1 9 2 0 2 7 0 7

5歳児 24 0 24 1 0 1 8 0 8 2 4 6 6 0 6

合 計 67 1 68 5 2 7 30 1 31 4 4 8 13 0 13

週2利用 週3利用 週4利用

(53.5%) (5.5%)

週1利用

(24.4%) (6.3%) (10.2%)

週5利用

福祉型 医療型 合計 （％）

2歳児 3 0 3 2.4

3歳児 27 3 30 23.6

4歳児 48 1 49 38.6

5歳児 41 4 45 35.4

合　計 119 8 127 100.0

表－9　年齢別在籍児数
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（福祉相談室巡回訪問・児童発達支援センターによる訪問・児童発達支援事業所に

よる訪問・保育所等訪問支援事業を含む） 

 

 

 

 

 

※ 職員とはソーシャルワーカー・心理士・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・保育士 

※ 令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日 

 

エ 不適切養育防止委員会（CAP） 

所内における虐待・虐待の疑い・不適切な養育が確認された場合に、不適切養

育防止委員会（CAP）を開催し、対応の方針を検討している。 
 人数 児童相談所へ 

報告 

見守り支援センター 

(区)へ報告 

所内にて 

見守り・指導 

4月 5 1 4 0 

5月 2 0 2 0 

6月 3 1   2 0 

7月 7 1 5 1 

8月 2 0 2 0 

9月 4 0 4 0 

10月 10 2 8 0 

11月 2 0 1 1 

12月 4 0 4 0 

1月 4 2 2 0 

2月 5 2 2 1 

3月 4 1 3 0 

合計 52 10 39 3 

 

   オ その他の事業 

ⅰ 地域みまもり支援センター（区役所）との連携 

各区と連携会議を開催している。宮前区は１回、多摩区は２回開催し、事業

内容の確認と紹介児童の情報交換等を行った。 

ⅱ 地域講座の実施（地域の支援力向上） 

地域関係機関向けに講座を実施。 

a 幼稚園、保育所職員向け地域講座（3日間、参加者 87人） 

b 児童発達支援事業所・放課後等デイサービス向け講座（2日間、参加者25人） 

ⅲ 就学・学校支援： 

ｃ 総合教育センター開催の就学関係の会議に参画 

ｄ 年長児を対象に就学案内を送付 

ｅ 学校説明会にソーシャルワーカーが参加 

ｆ 通級指導教室の職員と療育センターの連絡会と利用児の申し送り 

（7月 17日開催、通級指導教室職員 14名、療育センター職員 12名） 

（ソーシャルワーカー・心理士・言語聴覚士） 

ｇ 学校や利用者の要望に応じてカンファレンスの参加 

 

 訪問回数 対象児 職員数 

保育所 121 220 177 

幼稚園 57 139 91 

学校 53 87 87 
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ⅳ 川崎市発達支援コーディネーター連絡会 

宮前区・多摩区の幼稚園・保育所に在籍する発達支援コーディネーターの質

向上を図るため、川崎市こども未来局保育事業部主催のコーディネーター連絡

会に企画段階から参画し、当日は講師・ファシリテーターを務めた。 

ｈ 宮前区：連絡会 1回 ソーシャルワーカー3名参加 

ｉ 多摩区：連絡会 2回 ソーシャルワーカー4名参加 

（２）地域支援室 

・児童発達支援事業所 

概ね 2 歳～5 歳児を対象に障害に配慮しながら、健康・基本的な生活習慣・豊かな

人間関係の育成のために「個別支援計画」を作成し、一人ひとりの子どもに応じた専

門的な療育支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

・地域支援 

福祉相談室と連携し、幼稚園、保育所に訪問し、個別支援と共に施設支援を実施。 

（３）子ども発達・相談センター（宮前区・多摩区） 

宮前区および多摩区子ども発達・相談センターは、川崎市の専門相談(併設)と協働

し、児童発達支援を行った。児童発達支援事業所「アエルみやまえ」「アエルたま」

では週 4日児童発達支援、週 1日評価クラスを実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・土曜日に開催する育児サロンは、開催数宮前区 22回、延べ利用児数 48人、多摩区

は上半期では対象児がなく開催はなかったが後期に 3回開催し延べ利用児数 4人で

あった。学齢児グループは宮前区と多摩区合同開催で実利用児数 5人に対し延べ

12回実施した。 

・専門相談（川崎市）の補完目的である二次相談は、宮前区が相談 65回、面談 20回

で多摩区が相談 82回、面談 13回の実施となった。また、地域との連携を目的に幼

稚園・保育所訪問を宮前区は 40回、多摩区は 31回実施した。 

アエルみやまえ       

対象年齢 グループ名 対象児 開催頻度 定員 開催数 延在籍数 出席数 

2歳～5歳 ことり 発達障害 週 1 5 144 210 573 

2歳～5歳 つばめ 発達障害 週 1 5 142 216 563  

1歳～5歳 にじいろ 評価クラス 週 1 5 87 224  
 

アエルたま       

対象年齢 グループ名 対象児 開催頻度 定員 開催数 延在籍数 出席数 

2歳～5歳 スター 発達障害 週 1 5 93 159 428  

2歳～5歳 ステラ 発達障害 週 1 5 88 177 453 

1歳～5歳 オリオン 評価クラス 週 1  5 74 174  
 

対象年 クラス 対　象 延回数 児童数 延人数 男 女

5 歳児 めろん 発達障害 69 24 362 18 6

3･4歳児 みかん 発達障害 118 59 637 47 12

2 歳児 いちご 発達障害 36 18 181 9 9

2･3･4歳児フォロー りんご 発達障害 41 30 214 24 6

合 計 264 131 1,394 98 33

表－15  児童発達支援事業所（早期：午前1時間40分、就園児：午後1時間40分）

延べ総数
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４ センター全体での取組 

（１）保育所等訪問支援事業 

診療部門・通園部門・地域支援部門が連携し、療育的配慮が必要な児童 13人に対

しサービスを案内し、延べ 70回の訪問支援を実施した。理学療法士、作業療法士、

心理士、保育士・児童指導員が支援を提供した。 

（２）居宅訪問型児童発達支援事業 

重度の障害又は医療的ケアが必要な外出が著しく困難な児童の居宅を訪問し、支援

員が基本動作の指導等を実施。令和６年度の利用無し。 

  

５ 管理部門 

（１）運営協議会の開催 

・第 1回令和６年 6月 24日、第 2回令和 7年 1月 31日開催 

※より多くの委員が参加できるよう、会場と Zoomを併用して開催。 

・事業報告、事業所自己評価の結果、新たな取組みの報告等実施 

（２）給食の提供 

・献立作成、特別食の指示、栄養相談は法人の管理栄養士が行うとともに、調理業務を民

間業者に委託し、通園利用児に昼食を提供。 

（３）送迎バス 

・通園送迎のため、マイクロバス 4台を民間会社に委託。 

・バス車両の老朽化対策として入替を検討し、令和 7年度に 2台の新車の入替を決定。う

ち 1台は医療的ケア児など車椅子利用児も乗車可能な仕様とした。 

（４）グループウェアの導入 

職員の業務効率改善および情報共有ツールとしてグループウェアの導入を実施。 

（５）情報公開、苦情対応 

開示請求 0件、苦情対応 0件 

（６）事故報告等 

6件 

（７）監査等 

・川崎市運営指導への対応 

8月 30日実施 

指摘事項についての改善報告を 12月 20日実施 

・外部監査への対応 

4月 11日、12月 6日実施 

 

６．社会に向けた取組 

（１）見学研修の受入れ 

95人（うち子ども発達・相談センターでの受入れ 30人） 

（２）障害者雇用 

常勤職員 1名、非常勤職員 2名が就労中 

（３）ボランティアの受入れ 

通園弟妹児保育ボランティア 2人（利用児延べ 63人） 
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（４）施設開放 

実績なし 

 

７．地域における公益的な取組 

（１）地域の要支援者に対する相談支援 

・子ども発達・相談センターで「育児サロン」を実施 

25回、延べ59人参加 

・地域住民に対する福祉教育 

ア 実習生の受入 

診療所 10人（PT2人、OT4人、ST1人、心理 3人）、通園課 4人 

イ 研修会の開催や講師派遣 

・啓発活動（講演講師） 

1回、参加者 18人 

一般市民に向けた発達障害等の理解促進の講演 

・地域育成（研修講師） 

25回、参加者 1877人 

幼稚園・保育所職員、小学校教員、地域の子育て支援者向けの講演 

・利用者、関係機関等を対象とした学習会 

ア 保護者学習会の実施 7回、録画講座の公開 8回、参加者 250人 

イ 子ども発達・相談センター地域コーディネーターによる保護者学習会 

77回 300人参加、関係機関向け研修 2回、参加者 20人 

・公開療育・講座の開催（8月） 

宮前区・多摩区の小学校、特別支援学校教員向けに療育講座と通園療育指導場面の

見学研修会を 2日間開催（参加者 26人） 
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横須賀市療育相談センター 

 平成 20 年 4 月の開館以来 17 年を迎え、指定管理契約第 3 期の初年度となる当年度は、横

須賀市および関係機関・保護者と連携し、発達に遅れや障害のある児童への療育相談、診療、

通園支援、巡回相談、教室運営、サービス等利用計画の作成等を実施。市域唯一の療育セン

ターとして、学齢後期にも対応し、地域性も配慮しつつ多様化する利用者ニーズに応じた、

事業運営を進めている。 

 
 

１ 診療部門 

年度目標と進捗状況 

１ 新たな指定管理協定期間における新しい支援 

（１）相談支援事業の充実 

福祉サービスの利用が安定している学齢児を中心にセルフプラン移行を支援し、

未就学児や医療的ケア児には寄り添った丁寧な相談支援を充実させた。 

（２）アウトリーチ事業による支援 

・ご家庭の事情等でセンターへの通所が困難な場合等の保育所等訪問支援や、居宅

訪問型児童発達支援の新規事業開始等により、アウトリーチ支援体制の拡充に取

り組んだ。 

（３）通園による療育支援の充実 

・福祉型・医療型の通園事業の一元化に向け、利用者ニーズを踏まえた通所定員やサ

ービスの見直し等について、横須賀市と定例的な協議を重ねた。 

・通園では例年どおり利用希望者が多く、10 月からの入園受け入れを実施した。 

・併行通園のニーズに合わせ、週 2 日や週 1 日登園の柔軟なクラス編成を行うとと

もに、併行先への訪問など、子どもの支援のための連携強化を図った。 

・併用が増える児童発達支援事業所にも巡回訪問を開始し、移行支援を進めた。 

（４）医療的ケア児等への支援 

・医療的ケア児の送迎は利用者の体調不良による運休を除けば、昨年同様順調であった。 

・横須賀三浦圏域における「医療的ケア児コーディネーター事業」の実施を通じて、

支援が行き届きにくい方々の個々のニーズへの対応等の検討につなげた。 

２ 人材の確保・育成 

・全体研修や新採用職員向け研修・OJTの実施に加え、市の主催する研修などへ積極

的な参加を促し、職員のスキルとモチベーションの維持向上を図った。 

・県の障害福祉しごと体験プログラムに参加した学生６人を受け入れ、現場で療育の

仕事を体験してもらうなど、学生に対するリクルート活動を実施した 

・各種システム導入や業務見直しにより、職場環境の改善に努めた。通園部門では連

絡アプリ導入により、保護者・職員双方の負担を軽減するとともに、職員が落ち着

いて子どもを迎えられるようになった。 

３ 財務基盤の強化 

・電子カルテ導入に向けチームを立ち上げ、業務効率化に向けた議論やシミュレー 

ション、機材設置を進めた。 

・通園の報酬改定に伴い請求内容を見直し、適正な利用料請求により収入増加につなげた。 

・経費節減に向け日常的な意識付けを行い、限られた予算内で効率的に執行した。 
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初診、再診合わせて 12,237件（前年度比 336件増）の診療を実施。非常勤医師の診察体

制が軌道に乗りつつあり、増加の要因となった。また、職員体制の安定化によりセラピス

トによる評価、訓練等も増加。初診の約６割が学齢児であり、例年どおり小学生以上の診

察ニーズの高さがみられた。 

表－1　診療科目別受診者数　　　　　　　　　　　　　 　(    )：前年度

診療科目

小児神経科・小児精神科 942 (906) 5,765 (5,703) 6,707 (6,609)

耳鼻いんこう科 0 (0) 30 (32) 30 (32)

リハビリテーション科 0 (0) 271 (243) 271 (243)

小児歯科（摂食外来） 0 (0) 127 (117) 127 (117)

心理 0 (0) 1,632 (1,751) 1,632 (1,751)

理学療法 0 (0) 997 (918) 997 (918)

作業療法 0 (0) 1,348 (1,125) 1,348 (1,125)

言語療法 0 (0) 968 (990) 968 (990)

看護 0 (0) 154 (113) 154 (113)

臨床検査 0 (0) 3 (3) 3 (3)

合　計 942 (906) 11,295 (10,995) 12,237 (11,901)

初診 再診 計

 

内訳 人数 ％

未就学児（0～5歳） 348 36.9

学齢児　（6～17歳） 594 63.1

合　計 942 100.0

表－2 初診ケースの年齢内訳

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人数 人数

自閉症 98 てんかん 10

特定不能の広汎性発達障害 549 脳性麻痺 3

注意欠陥多動性障害 84 運動発達遅滞（脳性麻痺以外） 27

アスペルガー症候群 53 ダウン症候群 9

音韻障害(含む構音傷害､吃音) 30 先天奇形染色体異常(ダウン症以外) 4

その他 118 難聴･聴力障害 2

281 その他 49

診断名

 
身
体
疾
患

知的障害

表－5 初診ケースの診断内訳

発
達
障
害

診断名

 

 

 

 

２ 通園部門（ひまわり園） 

一人ひとりの発達の段階や特性に配慮しながら、「健康・生活」「運動・感覚」「認知・行

表－3　未就学児の所属内訳

所属 人数 ％

福祉型児童発達支援センター 0 0.0

医療型児童発達支援センター 0 0.0

親子教室 6 1.7

早期療育教室 0 0.0

療育教室 0 0.0

グループ（診療課） 0 0.0

幼稚園 134 38.5

保育園 100 28.7

こども園 53 15.2

その他 0 0.0

無所属 55 15.8

合　計 348 100.0

所属 人数  ％

小学校（通常学級） 294 49.5

小学校（特別支援学級） 120 20.2

特別支援学校（小学部） 11 1.9

中学校（通常学級） 71 12.0

中学校（特別支援学級） 39 6.6

特別支援学校（中学部） 4 0.7

高等学校 34 5.7

特別支援学校（高等部） 21 3.5

その他 0 0.0

無所属 0 0.0

合　計 594 100.0

表－4　初診学齢児の所属内訳
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動」「言語・コミュニケーション」「人間関係・社会性」の 5 領域に基づき個別支援計画を

作成し、通園療育を実施。 

令和 5年度と比べ、延べ利用人数は 478 人減少。 

・通園児童数（3月末現在） 

福祉型児童発達支援センター96 人、医療型児童発達支援センター5 人、計 101 人。 

・通園施設開所日数 

福祉型 224日、医療型 156日。 

・延べ利用人数 

6,902 人（前年度 7,380 人）。 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

表－8 年間の主な行事 

※ 上記のほか、毎月避難訓練を実施している。 

 

３ 地域生活支援部門 

年間で延べ 7,409 件の相談件数があり、そのうち電話相談は 4,898 件、来所相談 1,568

件、教室での会場相談が 799件となった。新規の相談は 1,297件（前年度 1,331件）、再相

談は 6,122 件（前年度 6,183 件）となり、新規、再相談とも前年より減少。再相談の減少

については、セルフプランへの移行が進んだ結果と思われる。 

相談支援事業において、サービス利用計画を 539 件作成、またモニタリングを 816 件、

巡回相談を 339件実施し、地域支援を積極的に行った。 

保育所等訪問支援事業では、通園療育の必要性が高いものの、家庭の事情等で通所が困

難なお子さんを中心に 20件実施。 

４月 
入園式・療育参観・クラス懇談会・ 

ひまわり園年度初めの会・給食試食会 
10 月 

オンライン参観・個別療育面談・ 

クラス懇談会・保護者勉強会・給食試食会 

５月 
就学説明会・療育参観・クラス懇談会・ 

保護者勉強会・給食試食会 
11 月 

個別療育面談・遠足・内科検診 

・ひまわり園親子 Day 

６月 

個別療育面談・ひまわり園親子 Day・ 

保護者勉強会・プール・内科検診・ 

耳鼻科検診・ピアカウンセリング 

12 月 
保護者勉強会・ 

個別療育面談（10 月入園児） 

７月 保護者勉強会・プール・耳鼻科検診 １月 ピアカウンセリング 

８月 
就学相談会・プール・ひまわり園見学会 

・引き取り訓練 
２月 

個別療育面談・療育参観・ 

クラス懇談会 

９月 

就学相談会・10月入園説明会・ 

保護者勉強会・オンライン参観・ 

給食試食会・運動会・プール・歯科検診・ 

耳鼻科検診 

３月 卒園式・4 月入園説明会 

福祉型 医療型 合計 （％）

3歳児 24 3 27 26.7

4歳児 28 2 30 29.7

5歳児 44 0 44 43.6

合　計 96 5 101 100.0

表－6　年齢別在籍児数

表－7　利用契約日数別在籍数

福祉型 医療型 小計 福祉型 医療型 小計 福祉型 医療型 小計 福祉型 医療型 小計 福祉型 医療型 小計

3歳児 11 0 11 13 3 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4歳児 7 0 7 12 0 12 1 0 1 2 0 2 6 2 8

5歳児 16 0 16 21 0 21 0 0 0 2 0 2 5 0 5

合 計 34 0 34 46 3 49 1 0 1 4 0 4 11 2 13

(33.7%) (48.5%) (1.0%) (4.0%) (12.9%)

週4利用 週5利用週1利用 週2利用 週3利用
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新規 再 合計

電話相談 613 4,285 4,898

来所相談 587 981 1,568

教室での会場相談 97 702 799

居宅訪問 0 144 144

合  計 1,297 6,112 7,409

表－9　相談　

 

 

表－12 相談支援  

 障害児相談 特定相談 

サービス利用計画 539 0 

モニタリング 816 0 

 

４ 管理部門 

（１）運営協議会の開催 

開かれたセンターの実現を目的とし、運営協議会を開催。委員の構成は健康福祉セン

ター、児童相談所、保育園、幼稚園、センター保護者、地域代表、学識経験者など計 17

人。第 1 回は 7 月２４日に開催し、令和５年度事業報告、令和６年度事業計画の報告を

実施。第 2回は 2月 19日に開催し、上半期事業報告を報告した。 

（２）給食 

栄養士が献立作成や栄養相談、特別食の指示を行い、調理を民間業者へ委託し、通園利

用児へ給食を提供。その他月 1回の給食委員会を開催。 

（３）送迎バス 

通園利用児の送迎として、小型マイクロバス 3 台、医療的ケア児送迎用ミニバン 1 台

を民間企業に委託して運行した。 

（４）情報公開、苦情対応 

利用者や保護者の方からの質問や要望に対し、できる限り丁寧な対応を心がけた。な

お、情報公開請求や第三者委員会等への苦情申し立て等はなかった。 

（５）事故報告等 

・通園施設における園児の怪我 4件 

（６）監査等 

・法人外部監査（4 月 12日及び令和 6年 12月 3日実施） 

 

５ 社会に向けた取組 

（１）施設見学の受入れ 

22 件 127人。 

（２）ボランティアの受入れ 

通所児弟妹保育 17人（延べ 290人）。 

   ※7月以降はボランティアの募集をせず、直接雇用職員が弟妹保育を実施 

幼稚園 保育園 こども園 学校 その他 合計

保護者の同意による 訪問回数 54 51 74 35 10 224

巡回相談 相談件数 60 56 102 43 12 273

施設へのｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝを 訪問回数 2 10 13 0 2 27

目的とした巡回相談 相談件数 2 24 36 0 4 66

表－11 巡回相談

親子教室 早期療育教室 療育教室 合計

開催日数 241 203 116 560

延べ利用人数 1,183 1,042 594 2,819

表－10　 各種教室

48



（３）施設開放 

・通園保護者会活動への会場提供 

  ・卒園児保護者活動 

（４）神奈川県主催「障害福祉業界を学ぶしごと体験プログラム」 

同プログラムへ参加。8月、2 月に大学生 6人を受入。 

（５）ひまわり園保護者会への協力 

「クリスマス会」を 12月に実施 

 

６ 地域における公益的な取組 

（１）地域住民に対する福祉教育 

・実習生の受入れ 

医師３名、保育士実習生 7名、看護実習生 70名、ST実習生 1名受入れ。 

・市民向け療育講演会 

1回開催（参加者 62人）。 

・横須賀市主催 発達支援コーディネーター研修への協力 

研修生の受入、講師派遣を実施。 

（２）地域の関係者とのネットワークづくり 

・児童の障害福祉サービス事業所連絡会の開催 

児童の障害福祉サービス提供事業者及び行政間との情報や意見交換を目的に 2回実施。 

・横須賀市「サポートブック」事業への協力 

各早期療育教室において通園入園児保護者向け勉強会を開催。 
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横浜市港南区生活支援センター 

当施設は平成 14 年 4 月に開所し、精神障害者の社会復帰、自立及び社会参加を支援している。

障害者総合支援法に基づき「地域活動支援センター」と「相談支援事業所」として、生活支援を

中心に多様なサービスを提供している。 

 

１ 利用対象者 

精神障害者であって福祉・保健等に関する相談、援助を必要とする者。 

 

２ 開館日数等 

・年間 309日（毎週日曜、年末年始は休館） 

・平日：午前 9時～午後 8時、土曜：午前 9時～午後 5時 

 

３ 指定管理期間 

・令和 3年 4月 1日～令和 13年 3月 31日 

 

 

 

年度目標と進捗状況 

１ 専門的相談を担う人材の確保と育成 

・精神障害に関する地域の相談支援機関として幅広い相談支援に対応するため、資格

(社会福祉士、精神保健福祉士、相談支援専門員)を有する人材を配置するとともに、

専門性向上のため、外部研修の機会を提供。 

・発達障害のある若年層からの相談増加など多様なニーズに対応するため、定期的な事

例検討やテーマ別研修、経験職員による指導など、人材育成に努めた。 

 

２ 地域とのネットワークを活かした取り組み 

・港南区自立支援協議会の事務局として、行政や基幹相談支援センターと連携し、精神

障害者の地域移行支援体制の整備に努めた。アウトリーチ機能を活かし、引きこもり

や 8050問題等の困難ケースや緊急時対応にも取り組んだ。 

・地域の方々を幅広く対象とした精神保健福祉出前講座を開催し、精神障害の理解促進

に努めた。また、「家族」を対象とした講座を開催することで、新たなケースが支援

につながるきっかけ作りにも貢献した。 

 

３ 生活支援センター機能の発展 

・障害当事者によるピア活動を推進し、地域の会議や講座において自身の体験談を語る

機会を設けた。また、協働して社会資源を紹介する冊子を作成するなど、地域機関と

連携しながら活動の場を広げる取組を行った。 

・福祉人材育成の一環として、看護・福祉系学生に加え、プログラム運営や傾聴ボラン

ティアも積極的に受け入れた。 

 

 

４ 財政基盤の強化 

・市や法人本部と連携し、修繕・備品購入を計画的に進める一方、業務分担の見直しに

より効率化と経費削減を図った。 

・事業収入向上のため、法定サービスの報酬加算を導入するなど、適正な請求に努めた。 
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４ 利用状況 

（１）登録者数 

延べ登録者数は 430 人となり、前年から微増。利用登録については 3 年毎の更新が必要と

なっており、本年度は新規登録者 137人、更新未了者（終了者）109人となった。 

行政や関係機関などからの紹介により、利用登録につながるケースは増加した。 

（２）来館数・利用者数・支援件数等 

来館者の増加に伴い、夕食・入浴等のサービスや日常生活支援の件数が増加。近年はアウ

トリーチ支援にも注力しており、訪問・同行支援も増加した。ひきこもり等の困難事例には

他機関と協力しつつ、臨床心理士や嘱託医の専門相談とも連携して個別支援に取り組んだ。 

（３）自主事業では、ボランティア協力のもと「ピア活動を考える会」「うたサークル」等を実施。

卓球やソフトボールなどのスポーツプログラムも好評で、多くの利用者が参加。「港南ネット

祭り」にも例年通り多くの方が参加した。 

表－１　令和6年度利用者数及び支援サービス実績
　　　　項　　　目 令和6年度 （前年同期） 前年同期比
登録者数 430 人 (402 人) 107.00%
利用人数（延べ数） 12,995 人 (11,783 人) 110.30%
１日平均利用者数 42.1 人 (38.2 人) 110.20%
１日平均当事者来館数 24.6 人 (21.5 人) 114.40%
日常生活支援（延べ数） 6,376 人 (4,912 人) 129.80%

　　電話 4,350 人 (4,224 人) 103.00%
　　面接 525 人 (541 人) 97.00%
フリースペース対応 1,130 人 (772 人) 146.40%
　　訪問・同行 371 人 (352 人) 105.40%

食事サービス（延べ数） 3,168 人 (3,024 人) 104.80%
入浴サービス（延べ数） 1,555 人 (1,046 人) 148.70%  
※日常生活支援：面接・電話・訪問・同行・フリースペース対応 

※1日平均利用者数：当事者、家族、ボランティア、見学者、電話相談者、訪問･同行数 

表－2 主な自主事業・地域交流の実績（参加人数は延べ人数） 

 

 

 

 

５ 障害者自立生活アシスタント事業・自立生活援助事業 

訪問を中心に精神障害者への個別支援を実施。地域関係機関と連携し、新規 4件を含む 17人

に「個別支援計画書」を作成・支援し、生活が安定した 6人について事業終了。「自立生活援助

事業」は 1件の利用があった。 

 

６ 横浜退院サポート事業・地域移行支援事業 

精神科病院に入院中かつ症状が安定し退院が可能な方に対し、退院準備、地域定着支援を行

っており、本年度は 17人に実施。ケース担当職員が病院への訪問、面接、外出同行などを行い、

病院や関係機関と連携し支援している。 

また、他センターとの共催で、病院にて「入院患者向けのプログラム」の開催や、センター見

学などの啓発活動も行った。 

 

７ 普及啓発事業 

港南区自立支援協議会の一環として「アート展」開催など地域向けた活動を実施。同展では

利用者の作品も展示。また、利用者が体験談の発信や他機関との交流に積極的に関わるなど、

活躍の場を広げることができた。 

事業名 回数 参加人数 事業名 回数 参加人数 

スポーツプログラム 31回 292人 ピア活動を考える会 13回 193人 

港南ネット祭り 1回 130人 うたサークル 12回 189人 

51



８ 港南区委託事業 

平成 22年度より、ケアマネジャー・民生委員等の支援者や家族など幅広く地域の方を対象に、

精神障害への理解促進を目的とした「精神保健福祉・出前講座」を港南区内の地域ケアプラザ

等にて開催。 

本年度は 6か所のケアプラザにおいて計 6回開催し、延べ 136人を動員した。 

 

９ 指定相談支援事業 

相談支援専門員として、利用者や家族の意向に基づき総合的援助方針やサービス等利用計画

を作成。定期的にサービス内容の適否確認や生活課題の確認のためモニタリングを実施。行政

や関係機関からの紹介や利用者の中から支援が必要な方を見極めて導入を進め、本年度は 38件

の契約となった。 

 

10 社会に向けた取組 

・ボランティアの受入れ 

延べ 42人。 

・施設見学の受入 

延べ 129人。 

 

11 地域における公益的な取組 

（１）地域の住民に対する福祉教育 

 ・実習生の受入れ 

看護・福祉実習生等延べ 43人。 

（２）地域の関係者とのネットワークづくり 

・近隣施設との合同防災訓練の実施 

2回（5施設 1回、2施設 1回）実施。 

・区と「災害時における在宅要援護者のための特別避難場所の協定」締結 

・港南区自立支援協議会の運営 

行政、基幹相談支援センターと連携し勉強会を開催。 

・社会福祉協議会、区内関係機関と連携して地域に向けた「つながり事業」実施 

・近隣施設との合同事業の企画運営 

そよかぜ祭り、あおぞら交流会実施。 
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川崎市発達相談支援センター 

 平成 20年１月に川崎市の発達障害者支援センターとして開設し、17年が経過。本人、家族、関

係機関への発達障害に関する相談支援に加え、グループ活動も実施。令和 3年 3月に川崎市複合

福祉センターふくふく内に移転し、相談支援と併せて普及啓発や関係機関支援にも注力している。 

 

 

１ 相談状況 

（１）個別相談【ゆりの木の相談実績を含む】 

令和６年度の来所相談実人数は 520人（前年度 570人）、新規相談は 111人（同 123人）

でともに減少。延べ相談件数（来所、訪問、電話相談等）も、前年度の 10,309件から 8,353

件へと減少した。来所相談は 3,736件（前年度 3,955件）と件数は減ったが、全体比では

38.4%から 44.7%へと増加し、電話相談やその他メール等の比率は減少した。 

学齢期では放課後等デイサービス、成人期では就労移行支援事業所などの利用が急増し、

これらの事業所が一定の相談支援機能を担っていることが影響していると考えられる。来所

相談についても、放課後等デイサービス事業所が地域に増加した影響で、学齢グループの開

催が見送られ、集団相談の場が減少した。個別での面談数はほぼ変わりがないが、来所相談

数は減少した。 

また、会議出席や地域支援としての機関コンサルテーションが増え、電話対応できるスタ

ッフが減少したことが、電話相談減少の一因と考えられる。 

年度目標と進捗状況 

１ 専門的相談体制の整備と人材育成 

・医師による相談枠を維持することで、令和７年度も継続して医療相談体制を整備し、

心理・福祉分野の相談とあわせて、センターの相談機能における専門性を確立した。 

・知的障害のある方々への支援についても、地域支援マネジャーを研修に参加させるな

ど、支援スキルの向上を図った。 

 

２ 地域における公益的な取り組み 

・市民や家族を主な対象とした研修会の実施や講師派遣のほか、地域の複数の大学・大

学院から社会福祉士等の実習生の受け入れも行い、地域住民への発達障害等の普及啓

発・福祉教育や人材育成を図った。 

・地域の関係者とのネットワークづくりを進め、地域の支援者を対象をしたシリーズで

の研修会を実施するとともに、２つの支援者ネットワークの事務局を担当し、勉強会

を実施するなど地域の支援力向上に寄与した。 

・ペアレントメンター事業※については、引き続き川崎市自閉症協会と連携し、集団相

談会に職員をアドバイザーとして派遣するなど、技術的支援を行った。 

  ※ペアレントメンター養成研修を修了したメンターが、信頼のおける相談相手かつ保護者と同様

の立場で、子どもの障害理解や障害受容を支援を行うもの。また、発達障害に関する情報提供

や地域資源についても情報提供を行う。 

 

３ 地域支援機能の強化 

・地域支援の要となる地域支援マネジャーを、国立障害者リハビリテーションセンター 

開催の研修に参加させ、地域支援に関するスキルを向上させた。また、同研修会にお

いて、川崎市における実践報告を行った。 

・川崎市と連携して、地域支援協議会(川崎市発達障害者地域支援連絡調整会議)を開催

し、地域の支援体制等について検討を進めた。 
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年齢別では大きな変化はないものの、成人期の相談が年々増加し、全体の約７割を占めるよう

になってきている。特に新規相談では、40歳以上の割合が約２割に達しており、顕著である。 

相談内容については、コロナ禍以降の傾向として「現在の生活・家族が家庭でできること」

に関するニーズが引続き増加しており、今年度は全体の約半数を占めるまでとなった。 

障害種別に大きな変化はないが、自閉症圏とＡＤＨＤの診断者数が僅かに増加している。 

居住区別では、アクセスがよくない宮前区からの相談がさらに減少。中部域に新たなセン

ターが設置されれば、宮前区・高津区の相談利便性が向上すると考えられる。 

乳幼児  0～ 5歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

小学生  6～11歳 57 (11.0) 61 (10.7) 25 (22.5) 22 (17.9)

中学生 12～14歳 42 (8.1) 67 (11.8) 10 (9.0) 19 (15.4)

高校生等 15～17歳 69 (13.3) 75 (13.2) 17 (15.3) 17 (13.8)

成人 19～39歳 272 (52.3) 290 (50.9) 37 (33.3) 46 (37.4)

40歳以上 80 (15.4) 77 (13.5) 22 (19.8) 19 (15.4)

520 (100.0) 570 (100.0) 111 (100.0) 123 (100.0)

うち新規（％） 前年度（％）

表－１　来所者の年齢内訳

年　齢

合　計

実人数（％） 前年度（％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表－２　来所相談内容の内訳(前年度：事例の代表内容、今年度：複数回答内容）
　　　　　　　相談・支援の内容
 相談対象が発達障害かどうか 120 (2.1) 151 (2.3)
 現在の生活に関すること・家族が家庭でできること 2801 (49.7) 2971 (45.7)
 対応困難な状況の改善のこと 664 (11.8) 909 (14.0)
 利用できる制度（手帳・年金・サービスなど）のこと 55 (1.0) 67 (1.0)
 診療・相談・支援を受けられる機関のこと 160 (2.8) 244 (3.8)
 現在通学している学校やサービスなどのこと 453 (8.0) 633 (9.7)
 進路や将来の生活のこと 349 (6.2) 391 (6.0)
 今後の就労のこと 210 (3.7) 258 (4.0)
 現在勤めている職場のこと 440 (7.8) 494 (7.6)
 その他 379 (6.7) 376 (5.8)

               合       計 5,631 (100.0) 6,494 (100.0)

　件　数（％） 前年度（％）

表－３　相談方法（延べ相談数）
相談方法 件数 ％ 前年度 ％

来所相談 3,736 44.7 3,955 38.4
訪問相談 112 1.3 122 1.2
電話相談 3,795 45.4 5,139 49.8
その他（メール、FAX等） 710 8.5 1,093 10.6

合　計 8,353 100.0 10,309 100.0

障害種別 人数 ％ 前年度 ％
自閉スペクトラム症 194 209
（内訳）自閉症 103 104
　　　　広汎性発達障害 62 72
　　　　アスペルガー症候群 29 33
ＡＤＨＤ 68 13.1 73 12.8
ＬＤ 6 1.2 9 1.6
その他の発達障害 15 2.9 15 2.6
その他の精神疾患 0 0.0 0 0.0
不明（未診断） 237 45.6 264 46.3

合　計 520 100.0 570 100.0

表－４　来所者の障害種別（実人数）

37.3 36.7

区 人数 ％ 前年度 　％
川崎 107 20.6 111 19.5
幸 95 18.3 95 16.7
中原 75 14.4 100 17.5
高津 53 10.2 56 9.8
宮前 31 6.0 42 7.4
多摩 78 15.0 73 12.8
麻生 76 14.6 89 15.6

市内不明 0 0.0 0 0.0
市外 5 1.0 4 0.7

合計 520 100.0 570 100.0

表－５　来所者の居住区別内訳（実人数）
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（２）グループ活動 
以下のグループ活動等の実施により、社会スキルの向上や、子どもの障害への受止めが進

むなどの効果がみられた。 
・学齢グループ（派生サークルを含む） 
小学生・中学生・高校生等を対象とした月 1 回のプログラム（話し合いやゲーム、調理活

動など）は、今年度は参加希望者がなく記載に至らなかった。 
一方で、カードゲームや卓球部など、共通の興味をもとに交流を深める小グループ活動は、

月１回のペースで実施した。近年の放課後等デイサービスの増加により、内容が重複する学
齢グループは発展的に解消し、今後は目的を特化した派生サークルのみの活動へ移行を検討
していく。 
・女子グループ 
2～3ヶ月に 1回、週末に女性向けのイベント（おしゃべりや調理活動など）を企画してき

たが、今年度も参加希望者が集まらず開催に至らなかった。ここ数年、その傾向が続いてい
るため、次年度は休止を予定している。 
・成人グループ 
2～3ヶ月に 1回、主に週末に活動を実施。メンバーは約 10人で、話し合いや外出を通じて

仲間との交流を深めている。成人グループへのニーズは依然として高く、次年度も継続予定。 
・家族グループ（成人期グループ、不登校グループ） 
月 1 回、成人期に診断を受けた方の家族や、不登校の子どもを持つ家族を対象に「特性理

解」や「子育ての工夫」などをテーマとしたグループワークを実施している。 
・フリースペース 
グループ活動とは異なるが、月 1 回の頻度でフリースペースとしてプレイルームを解放し

ている。プログラムは設けず、各自が安心してゲームなどを楽しめる環境を提供している。 

 

２ 機関連携 

地域療育センター、児童相談所、各種学校・教育機関（小・中・高等学校、特別支援学級、通

級指導教室、特別支援学校、大学、総合教育センター）、地域みまもり支援センター、総合リハ

ビリテーション推進センター、障害者相談支援センター、医療機関、就労援助センター、就労移

行支援事業所など多くの関係機関と連携して支援を行った。 
また、自立支援協議会やこども総合支援ネットワーク会議などの各種会議への参加、学校や

就労支援機関におけるケースカンファレンスへ出席、各種研修会への講師派遣、センター見学

者や関係機関の訪問によるセンターの機能説明なども実施。 
さらに、所長が発達障害者支援センター全国連絡協議会の副会長をしていることから、厚生

労働省やこども家庭庁、文部科学省、発達障害情報・支援センター、日本自閉症協会、全日本自

閉症支援者協会等の団体とも連携を行っている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－６　機関連携内容
連携内容 件数 前年度

各種会議 271 261
機関コンサルテーション 72 56
個別カンファレンス 207 207
講師派遣 7 25
研修開催 17 18
事業説明 32 15

合　　計 606 582
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３ 発達障害者支援体制整備事業 

（１）「川崎市発達相談支援コーディネーター養成研修」開催 

（２）「発達障害対応力向上研修」開催 

（３）市民向け研修会「市民講座」 

（４）家族向け研修会「発達障がい応援キャラバン」（センター保護者会の企画による研修会） 

（５）川崎市自閉症啓発デーイベント「ようこそ自閉症ワールドへ！」開催 

（６）全国への発達障害の普及啓発のため、世界自閉症啓発デー2025実行委員会に参画し、「世界

自閉症啓発デー2025イベント」を公式ホームページでの動画配信にて実施。 

（７）ペアレントメンター集団相談会に職員が陪席し、技術支援を実施。 

（８）「川崎市発達障害者地域支援連絡調整会議」参加 

 

４ 社会に向けた取り組み 

（１）ボランティアの受入 

今年度は学齢グループが開催に至らず、受け入れはなかった。 

（２）施設見学の受入 

就労支援関連事業所職員等 32件。 

 

５ 地域における公益的な取組 

（１）地域住民に対する福祉教育 

・実習生の受入 

社会福祉士実習生 1名、公認心理師 14名の合計 15名の実習生の受け入れを実施。 

（ゆりの木と協働して受け入れ） 

・市民向け勉強会等への講師派遣 

全 7回実施。 

（２）地域の関係者とのネットワークづくり 

・「川崎市の児童精神医療・保健福祉・教育の連携の会」事務局 

年 2回の勉強会を対面開催とオンライン開催を１回ずつ実施。 

・発達障害児者支援ツール（ソーシャルストーリーズ™）勉強会の開催 

メトロポリタン（首都圏）事務局としてオンラインも活用し隔月開催。 

 

６ 事業継続 

  川崎市の発達相談支援センター事業及び発達障害地域活動支援センター事業の委託契約につ

いては、令和 6年度に公募の企画提案型事業者選定の審査を経て、令和 7～8年度（2か年）の

運営の継続が確定した。 
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川崎市発達障害地域活動支援センターゆりの木 

 平成 25年 10月に開設。川崎市北部域の発達障害に関する専門相談支援と、市全域を対象とし

た発達障害特化の日中活動支援を実施。両支援が連動し、居場所の提供、社会スキル等の習得支

援、及び移行支援を行っている。 

 

１ 相談支援事業 

多摩区・麻生区の 15歳以上の発達障害児者およびその家族、関係機関を対象とした専門相

談を実施。来所相談実人数は 162人（前年度 165人）、新規相談 40人（前年度 38人）で、延

べ相談件数は 3,532件（前年度 4,356件）に減少。来所による相談は 1,388件（前年度 1,428

件）、電話による相談は 1,769件（2,275件）と大きく減少している。電話件数については、

スタッフが相談面接や日中活動支援に入る機会が増えたことで、対応できない時間帯が増加し

たことにより減少した。 

来所者の年齢では、40歳以上の新規相談申し込みと来所相談が増える結果となった。また

継続的な相談ニーズが増加している。これは、全国的にも中年期以降の相談ニーズが増加して

おり、川崎市においても同様の傾向が見られたことによる。 

相談内容では、「現在の生活に関すること・家族が家庭でできること」がコロナ禍以降継続

して増えており、今年度は全体の約４割まで増加。 

障害種別については、大きな変化なし。 

居住区別内訳については、例年通り多摩・麻生区の 2区の来所者で約 85％を占めている

が、ゆりの木のある麻生区よりも多摩区の相談が増加し入れ替わったが、特に原因は見当たら

ない。 

年度目標と進捗状況 

１ 専門的相談体制の整備と人材育成 

・医師による相談枠を維持することで、令和７年度も継続して医療相談体制を整備し、

心理・福祉分野の相談とあわせて、センターの相談機能における専門性を確立した。 

・知的障害のある方々への支援についても、地域支援マネジャーを研修に参加させるな

ど、支援スキルの向上を図った。 

 

２ 地域における公益的な取り組み 

・市民や家族を主な対象とした研修会の実施や講師派遣のほか、地域の複数の大学・大

学院から社会福祉士等の実習生の受け入れも行い、地域住民への発達障害等の普及啓

発・福祉教育や人材育成を図った。 

・地域の関係者とのネットワークづくりを進め、地域の支援者を対象をしたシリーズで

の研修会を実施するとともに、２つの支援者ネットワークの事務局を担当し、勉強会

を実施するなど地域の支援力向上に寄与した。 

・ペアレントメンター事業については、引き続き川崎市自閉症協会と連携し、集団相談

会に職員をアドバイザーとして派遣するなど、技術的支援を行った。 

 

３ 日中活動支援の提供と移行支援 

・発達障害があり就労の一歩手前の段階にある方を対象として、小集団で安心して過せ

る環境のもと、生活やコミュニケーションのスキルを向上させる日中活動プログラム

を、利用者の状況に応じて提供した。 

・日中活動支援と相談支援を車の両輪として提供し、令和 6年度も 2人の利用者が次の

ステップに進むなど、それぞれのペースに寄り添った移行支援を進めた。 

・関係機関への丁寧な事業周知や、利用者のニーズ等を踏まえたプログラムの工夫によ

り、登録者や利用者数が増加した。 
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障害種別 人数 ％ 前年度 ％
自閉スペクトラム症 67 71
（内訳）自閉症 36 38
　　　　広汎性発達障害 24 26
　　　　アスペルガー症候群 7 7
ADHD 27 16.7 25 15.2
LD 2 1.2 3 1.8
その他の発達障害 5 3.1 2 1.2
その他の精神疾患 0 0.0 0 0.0
不明（未診断） 61 37.7 64 38.8

合　計 162 100.0 165 100.0

表－４　来所者の障害種別（実人数）

41.4 43.0

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－３　相談方法（延べ相談数）

相談方法 　件数 ％ 前年度 ％

来所相談 1,388 39.3 1,428 32.8

訪問相談 67 1.9 67 1.5

電話相談 1,769 50.1 2,275 52.2

その他（メール、FAX等） 308 8.7 586 13.5

合　計 3,532 100.0 4,356 100.0

表－２　来所相談内容の内訳
　　　　　　　相談・支援の内容
相談対象が発達障害かどうか 19 (0.8) 32 (1.2)
現在の生活に関すること・家族が家庭でできること 990 (40.5) 947 (36.0)
対応困難な状況の改善のこと 612 (25.0) 720 (27.4)
利用できる制度（手帳・年金・サービスなど）のこと 30 (1.2) 48 (1.8)
診療・相談・支援を受けられる機関のこと 77 (3.1) 123 (4.7)
現在通学している学校やサービスなどのこと 97 (4.0) 84 (3.2)
進路や将来の生活のこと 176 (7.2) 286 (10.9)
今後の就労のこと 133 (5.4) 121 (4.6)
現在勤めている職場のこと 238 (9.7) 199 (7.6)
その他 75 (3.1) 68 (2.6)

               合       計 2,447 (100.0) 2,628 (100.0)

　件　数（％） 前年度（％）

乳幼児  0～ 5歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
小学生  6～11歳 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
中学生 12～14歳 3 (1.9) 3 (1.8) 2 (5.0) 2 (5.3)
高校生等 15～17歳 9 (5.6) 12 (7.3) 5 (12.5) 4 (10.5)
成人 19～39歳 109 (67.3) 111 (67.3) 22 (55.0) 22 (57.9)

40歳以上 41 (25.3) 39 (23.6) 11 (27.5) 10 (26.3)

162 (100.0) 165 (100.0) 40 (100.0) 38 (100.0)

うち新規（％） 前年度（％）
表－１　来所者の年齢内訳

年　齢

合　計

実人数（％） 前年度（％）

区 人数 ％ 前年度 　％
川崎 4 2.5 7 4.2
幸 3 1.9 1 0.6

中原 7 4.3 6 3.6
高津 2 1.2 2 1.2
宮前 4 2.5 6 3.6
多摩 70 43.2 66 40.0
麻生 68 42.0 75 45.5

市内不明 0 0.0 0 0.0
市外 4 2.5 2 1.2

合計 162 100.0 165 100.0

表－５　来所者の居住区別内訳（実人数 表－６　機関連携内容
連携内容 件数 前年度

各種会議 217 217
機関コンサルテーション 25 18
個別カンファレンス 201 199
講師派遣 1 3
研修開催 0 0
事業説明 29 11

合　　計 473 448
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２ 日中活動支援事業 

 相談支援と並行して、市内在住で現在所属のない 18歳以上の発達障害者を対象に日中活動支

援を実施。 

１階を日中活動専用スペース、3階を相談スペースに分け、安心して声や体を動かすなどでき

環境を整備。個別活動、集団プログラムやくつろぎなどの目的に応じてパーテーション等で空

間を分けるなど、わかりやすさにも配慮した。はじめは個別対応で居場所提供のみの利用者が、

徐々に場所や人に慣れ、集団プログラムに参加できるよう支援を行っている。 

 利用登録者は前年度の 14 人から 20 人へと増加。近年は就労移行支援事業所が開設する自立

訓練事業所の増加等により、新規申込みが伸び悩んでいたが、積極的に関係機関を訪問し、説

明・関係構築に努めた結果、新規利用者増加に繋がった。延べ利用者数も、昨年度の 1,017 人

から 1,330人へと大幅に増加した。 

2人の利用者が国立リハビリテーションセンターなどの次のステップへの移行。 

年齢や男女比では、前年度女性利用者が男性を上回る状況だったが、今年度はほぼ同数とな

った。「大人の発達障害」だけでなく「女性の発達障害」への理解と支援ニーズが、男性同等に

あることが示された。 

居住区では、麻生区・多摩区からの利用が多い傾向は変わらず、距離のある中原区の利用ニ

ーズも依然として高い。 

 

  

 

 

 

 

 

 
表－9 日中活動プログラム内容 

 

プログラム 具体的な内容等 

農 園 

 

週 1回、市民農園での屋外活動を実施。種まきから収穫までを通じて、責任感や達成感の醸成を目的

とし、収穫したスナップえんどう、なす、トマト等は調理活動にも活用。          

調理・お菓子作り 

軽食作り 

食育の観点から、主食・主菜・副菜のバランスを意識した調理・食事を実施。システムキッチンを活

用し、お菓子や軽食作りなど、家庭でも実践しやすい内容を含めた多様なプログラムを展開している。 

外 出 余暇や社会生活スキルの習得を目的に、年 3回程度の外出活動を実施。企画・準備ミーティングを経

て行っており、準備段階では書籍やプロジェクター等を用いて視覚的効果も取り入れている。 

コミュニケーション 

（CES） 

外部講師による月 3～4 回のプログラムで、社会生活に必要なコミュニケーションスキルの習得を支

援。加えて、発達障害の理解のための心理教育や、服薬管理等の健康教育も実施。 

レク･アート 外部講師による月 1回のプログラムで、簡単なゲームやアートを通じてグループ形成を促している。 

軽運動 区のスポーツセンター予約ができた際に、体育館でバドミントンやバレー、サッカー等の運動を実施。 

リラックス 

ストレッチ 

ストレッチやダンスエクササイズなど、DVDを活用しながら運動を行い、体を動かす喜びや健康増進

を図っている。 

卓球･ビリヤード スポーツセンターの予約が難しいため、代替の運動プログラムとして月 2～3 回、卓球やビリヤード

を実施している。 

北リハフェスタ コロナ禍前は「北リハフェスタ」に出店していたが、今年度は参加者として訪問した。 

報告書作り 前月の日中活動を振り返り、各プログラムの報告書をまとめて掲示。見学者に活動を知ってもらうた

め、利用者が原稿執筆や写真・レイアウトを担当し、印刷も行っている。 

フリー  特別なプログラムを設けず、月に半日 6コマ程度を自由時間として提供。スタッフ不在の中、利用者

同士が卓球やカードゲームを通じて交流し、関係を築いている。 

各種講座等 外部講師を招いた講座や企業見学など、就労に関連する講座を実施している。 

個別活動 集団に馴染むのが難しい利用者には、相談を通じて意見を聞き、担当者と個別に活動を行った。 

居住区 今年度 前年度

麻生 7 4

多摩 9 6

宮前 1 1

高津 0 0

中原 3 3

合計 20 14

表－8　利用登録者居住区

年齢 男性 女性 年齢 男性 女性
20歳未満 1 0 20歳未満 0 0
20～29歳 8 6 20～29歳 5 5
30～39歳 2 1 30～39歳 1 2
40歳以上 0 2 40歳以上 0 1

小計 11 9 小計 6 8

合計 合計 1420

表－7　利用登録者年齢・性別
前年度今年度
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３ 普及啓発事業 

主に発達相談支援センターとの共催で以下の活動を実施している。 

※件数としては発達相談支援センターにカウント 

（１）「川崎市発達相談支援コーディネーター養成研修」開催 

（２）「発達障害対応力向上研修」開催 

（３）市民向け研修会「市民講座」開催 

 

４ 社会に向けた取り組み 

（１）ボランティア受け入れ 

今年度は、ボランティア活動に関する問い合わせや活動の実施についてはなかった。 

（２）施設見学の受入れ 

就労支援関連事業所職員等 29件、72人の施設見学に対応。 

 

５ 地域における公益的な取組 

（１）地域住民に対する福祉教育 

・実習生の受入社会福祉士実習生１人、公認心理師実習生 14人を川崎発達相談支援センター

と協働して受入れた。 

（２）地域の関係者とのネットワークづくり 

  ・北部リハビリテーションセンターにて開催される福祉祭り「北リハフェスタ」に参加し、

地域の関係者とのネットワーク形成を図った。 

 

６ 事業継続 

  川崎市の発達相談支援センター事業及び発達障害地域活動支援センター事業の委託契約につ

いては、令和 6年度に公募の企画提案型事業者選定の審査を経て、令和 7～8年度（2か年）の

運営の継続が確定した。 
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横浜東部就労支援センター 
 

現在、横浜市内には就労支援センターが 9か所、就労移行支援事業所も 90か所以上設置されて

いる。また、法定雇用率が年々上昇に伴い、障害者雇用のニーズが高まっており、障害者の就労支

援を取り巻く環境は大きく変化している。こうした変化に対応すべく、当センターは社会経済環

境に応じた相談支援を実践した。 

 

 

１ 登録者及び就労者数 

 新規相談者数はやや減少したが、新規登録者数は増加した。増加の要因は、就労移行支援事

業所からの定着支援の引継ぎが増えたことにある。継続利用者や継続就労者数は増加傾向にあ

り、面談ができない場合は電話での支援を活用するなど工夫した。 

 

 

 

年度目標と進捗状況 

１ 地域生活支援への対応 

・ホームページの「各月のお知らせ」にて、就労制度改正等の有用な情報を適時提供

した。 
・登録利用者の余暇支援を９月と 11月に実施。 
・就労利用者のモチベーション向上を目的に、5 年勤続者への永年勤続表彰を実施。 
・就労移行支援事業所等の関係機関との連携のために勉強会を実施し、「顔の見える」

ネットワークづくりを進めた。また、神奈川区・鶴見区の自立支援協議会へ参加

し、連携を強化した。 
 

２ 就労支援に関する一次相談支援機関としての役割遂行 

・地域の相談支援専門機関として、当事者や関係機関、企業からの就労に関する様々

な相談を受け、ともに解決策を模索しながら、求職支援や定着支援を行った。 

・就労サポート説明会をほぼ毎月開催し、新規相談者への就労のガイダンスと個別

相談を実施した。また、関係する行政の諸部門とも連携を図るとともに、制度改正

等の情報収集を行い、社会経済環境の変化に対応した相談支援に努めた。 

 

３ 人材の育成 

・個別支援における対人援助スキルの向上に加え、障害者雇用の普及啓発を目的とし

たプレゼンテーション力の向上を図った。 

・関係機関等において就労支援に関する出前講座を実施。 

・職場適応援助者養成研修等の業務関連の外部研修を積極的に受講した。 

 

４ 経営基盤の強化 

・経費削減・省エネに可能な範囲で取り組むとともに、日常的な業務の効率化を図り、

超過勤務の縮減に努めた。 

 

５ IT活用と情報セキュリティ強化 

・各業務で Zoom等のオンライン手法を積極的に活用し、情報セキュリティ対策を講

じた。 

61



表－1 登録者及び就労者数 

  人数（前年度） 

 新 規 相 談 者     85  (90) 

 新 規 登 録 者     53  (46) 

 継 続 利 用 者    277 (257) 

 新 規 就 労 者     10   (6) 

 継 続 就 労 者    290 (272) 

 

２ 新規相談者の紹介経路 

新規相談者の紹介経路の内訳は、就労移行支援事業所が最も多い。次に、基幹相談支援セン

ター等の他相談支援機関からの紹介が続いた。これは、鶴見区や神奈川区の自立支援協議会の

部会活動や就労サポート説明会を通じて、地域の関係機関との顔の見える関係が構築されたこ

とが要因と考えられる。 

就労移行支援事業所や支援学校等の教育機関からは、3年間の定着支援終了後に引き続き支

援が必要な就労者への定着支援の引継ぎ依頼が毎年あり、相談を受けている。 
表－2 新規相談者の紹介経路 ( )内は前年度 

紹 介 経 路 人数 

 ハローワーク等 5  (4) 

 医療機関 7  (0) 

 企業 6  (6) 

 区福祉保健センター・相談支援センター 19 (11) 

 就労移行支援事業所・日中活動系施設等 20 (10) 

 教育機関 15 (16) 

 本人・家族 12 (43) 

 その他 1  (0) 

合  計 85 (90) 

 

３ 支援の内容 

（１）相談事業 

・相談支援件数は 4,483件（前年度 4,209件）であり、増加している。この増加は、前年度

に相談支援員が 1名欠員だったが、今年度に補充された結果と考えられる。 

（２）求職支援  

・就職に向けた支援は 1,055件（前年度 764件）であり、ここ数年減少傾向が続いていた

が、今年度は増加した。増加の要因は、離転職に関する相談が増えたことによる。 

・登録利用者へ、就職に向けた準備の過程で、生活面を含め複数の課題に取り組む必要の

ある方への支援を行った。 

（３）定着支援 

・例年、支援学校や就労移行支援事業所から定着支援の引継ぎ依頼を受けている。 

・余暇支援活動について、9月には公共の施設を利用し、レクリエーションや懇談会を実施

した。11月には観光地のウォーキングと商業施設の散策を行った。9月は 5人、11月は

11人の利用者が参加し、参加者から好評を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

表－3 相談支援内容別内訳 ( )内は前年度 

相談支援内容 件数（前年度） 

求職支援（就職に向けた支援） 1,055  (764) 

定着支援（職場定着に向けた支援） 2,991 (3,250) 

就業と生活の両方の相談支援 437  (195) 

合  計 4,483 (4,209) 
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（４）関係機関・事業所等との連携と協働 

様々な会議・協議会等に出席し、関係機関と連携・協働して業務ができるよう努めた。 

・横浜市障害者就労支援センター事業の質の向上に向けた連携と協働 

ア 横浜市障害者就労支援センター連絡会議出席（6回） 

イ 就労移行支援事業所との連絡会（1回）、同事務局会議（７回） 

ウ 障害者雇用部会へ継続入会 部会定例会（3回）、F分会定例会（2回） 

・個別支援や地域での支援に必要なネットワークの形成、発信 

エ 神奈川区自立支援協議会 代表者会議 1回、相談部会（検討会を含む）7回、地域移

行定着支援部会（1回）、担当者会議（2回） 

オ 鶴見区自立支援協議会 代表者会議１回、相談部会（2回）、精神保健部会（6回） 

カ 支援者交流会（１回） 

・横浜市域における関係機関連携の仕組みづくりに向けた連携と協働 

就労・福祉・雇用・教育・行政 

キ 東部就労支援機関ネットワーク会議（2回）、同事務局会議（9回） 

ク 令和６年度大田区就労促進懇談会（１回）、横浜市障害者施策推進協議会（１回） 

ケ 苦情解決対応報告会（１回） 

コ 令和６年度就労支援センターと後見的支援室との意見交換会（１回） 

（５）啓発活動等 

・奇数月に法人ホームページに当センターのお知らせを掲載し、障害者の就労に関する情報

提供を行った。 

・就労支援に関する講義（出前講座）の実施 

サ 横浜障害児を守る連絡協議会 テーマ「障害のある方の就労について」 

シ 横浜市教育委員会事務局   テーマ「就労に向け知っておきたいこと」 

ス 横浜市立市民病院      テーマ「障害がある人もない人も共に働く」 

・神奈川県障害者雇用促進センター主催 障がい者就労支援力向上研修会での講師 

セ 「事例から学ぶ企業支援」のパネリストとして協力した。 

 

４ 新規相談者の障害種別 

新規相談者の障害別内訳を見ると、知的障害(47人)が多く、精神障害（33人）が次に続い  

ている。近年、精神障害の方の新規相談が増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 就労者の業務種類 

就労者の業務内訳では、「事務・事務補助」が 121 人と最も多く、次いで「清掃・メンテナ

ンス等」が 70人となっている。 

近年では、「事務・事務補助」を希望する者が増えてきている。 

 

 

 

表－4 新規相談者の障害種別 ( )内は前年度 

障害種別 人数 

身体障害 5  (6) 

知的障害 

A 1 0  (0) 

A 2 1  (0) 

B 1 5  (8) 

B 2 36 (31) 

精神障害 33 (33) 

その他（手帳非保持者） 5 (12) 

合 計 85 (90) 
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表－５ 就労者の業務種類別内訳 ( )内は前年度 

業 務 内 容 人数（前年度） 

 事務的な業務 
事務・事務補助 121(110) 

コンピューター関連 1 (1) 

 労務作業 

清掃・メインテナンス等 70 (70) 

梱包・検品 13 (13) 

運送・配送 3 (5) 

 製造業 
工場作業等 38 (28) 

印刷・製本 0 (0) 

 サービス業 

接客サービス等 0 (1) 

クリーニング等 3 (3) 

飲食店業務 10 (11) 

 販売業等 
営業 0 (0) 

販売・品出し等 28 (25) 

 その他   13 (11) 

合  計 300(278) 

 

６ 地域における公益的な取組 

（１）地域の関係者とのネットワークづくり 

・鶴見区自立支援協議会への参画（9回） 

・神奈川区自立支援協議会への参画（11回） 

（２）就労系福祉サービス事業者とのネットワークづくり 

  ・東部就労支援ネットワーク会議の主催（2回） 

  ・同会議の事務局会議の主催（9回） 
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川崎南部就労援助センター 

当センターは、昭和 58 年に就労援助センターの前身である「障害者生活援助センター」とし

て作業所を開設した。開所当初から就労相談を行っていたが、平成 3 年 4 月より正式に地域就労

援助センター事業として、川崎市内在住の障害のある人の就労相談及び求職支援、定着支援を開

始し、現在に至っている。 

１ 登録者及び就労者数 

新規相談者、新規登録者ともに前年度より減少した。新規相談者の中で、すぐに就職活動を

始められる人は少なく、他機関への紹介等で登録に至らない利用者は例年半数近くに上ってい

る。今年度も特別支援学校卒業生の卒業後 3年の定着支援の引継ぎを実施した。 

年度目標と進捗状況 

１ 今後の就労援助センターの在り方検討 

・川崎市が進める定着支援ツール（k-step、パターンランゲージ）を活用し、定着支援を

推進した。 

・就労支援の福祉サービス事業者（就労移行（定着）支援事業者、就労継続支援事業者

等）や関係機関との「ネットワーク会議」の実施等を通じて、障害者の就労の促進に

向けて連携を深めるとともに、市と協議の上、当センターでは、就労支援サービスを

利用していない方を中心に支援をすることとし、今後、その機能等について周知啓発

を進める。

・就労継続支援 B 型事業所の利用者について、川崎市・企業応援センターと協議し、今

後は B 型事業所が自立的に就労支援を行えるよう、就労援助センターは側面的な支援

を行うこととなった。

・就労移行（定着）支援事業所からの定着支援の引継ぎについては、就労援助センター

に頼らないナチュラルサポートでの支援を推進するため、セミナーや各種会議で周知

を図った。

２ 人材の確保・育成、財務基盤の強化 

・新採用職員への OJT、インテークの同席、会社訪問の同行、各種セミナーや研修への参

加などを通じて、就労支援の基礎的な技術習得に努めた。 

・就労継続支援 B 型事業所を利用している保護者向けのセミナーに職員を講師として派

遣し、就労準備や就労後に起きる金銭問題などの生活課題について講演を行った。

・相談支援専門員の現任研修に 1名が参加したほか、新採用職員は社会福祉協議会の「障

害の基礎知識」に関する研修や、障害者雇用促進センターの「就労準備性とアセスメ

ント」の研修に参加し、就労援助に関する知識の習得に努めた。 

３ 新規利用者の確保に向けた取り組み 

・就労継続支援 B 型事業所と短時間雇用プロジェクトの併用に向けた取り組みを、各種

セミナーで紹介するなど、短時間雇用プロジェクトへのエントリーを推進した。

・就労支援サービスにつながりにくいが、潜在的なニーズのある若年層(特別支援学校以

外の定時制高校や専門学校、大学等の学生)に対する啓発や支援について、市との協議

を継続することとした。 

65



表－1 登録者及び就労者数 
 人数（前年同期） 
新 規 相 談 者 126（157） 

新 規 登 録 者 68 （94）  

継 続 利 用 者 618（617） 

年度内就労者（延人数） 60  (65） 

就 労 者 総 数 438 (432) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 新規登録者の紹介経路 

紹介経路では、本人・家族からの相談が最も多く、多くは法人 HPと区役所の紹介での問い合

わせだった。ハローワークやだい JOB センター等の労働相談機関からの相談は、障害の知識や

関係機関との連携などの専門知識が求められることが多かった。 

また、登録には至らなかったが、一般高校からの就職に関する相談があり、相談体制を整え

るために川崎市と協議を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 支援の内容 

（１）相談事業 

相談者の障害が多様化し、ニーズも複雑化している中、本人の状況に合わせた相談を実施

した。状況によっては関係機関と連携し、支援にあたるほか、積極的に就労移行支援事業所

等の他事業所につなげる役割も担った。 

（２）求職支援 

新規企業の開拓を含め、登録者の就労に向けた相談活動を実践した。オンラインで採用面

接を実施している企業に応募し、採用に繋げた。 

「短時間雇用創出プロジェクト」を企業応援センターと協同で推進した。今年度より、就

労継続支援 B型事業所と短時間雇用プロジェクトでの就労併用が可能になったため、個別訪

問による案内を実施した。また、すぐに就職が難しい方には「職場体験実習事業」や「障害

者就労体験ステップアップ事業」への積極的な参加を推進し、就労意欲を喚起した。「就労

体験事業」は 2か月に 1回、川崎市文化財団の協力でチラシの封入発送作業に従事し、企業

就労の疑似体験を行った。 

（３）定着支援（転職支援含む） 

就労から 1年経過した方には、川崎市の方針に従い、定着支援ツールを活用した支援を推

進した。また、訪問や来所での定着支援に加え、必要に応じて ZOOM等を活用したオンライ

ンでの定着面談を実施した。 

紹 介 経 路 人数 （前年同期）

ハローワーク等 4 (9)

医療機関 2 (3)

企業 1 (2)

区福祉保健センター・相談支援センター等 10 (24)

就労移行支援事業所・日中活動系施設等 5 (7)

教育機関 6 (10)

本人・家族 35 (25)

その他 5 (14)

合　　　計 68 (94)

表－２　新規登録者の紹介経路別内訳
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（４）関係機関や事業所等との連携・協働 

市内の就労移行支援事業所を中心とした関係機関と就労促進の為に地区別ネットワーク会

議を実施した。今年度より南部・中部・北部の 3 地区での開催となり、南部地区ネットワー

ク会議では川崎市の就労支援の施策について川崎市と協同して実施し、短時間雇用や就労援

助センターの役割について講演した。 

・就労援助センター連絡会 

・４センターミーティング 

・南部地区ネットワーク会議（サザンネット） 

・特別支援学校就労セミナー 

（５）啓発活動等 

安定的な新規相談者の獲得と新しい就労層の開拓の為、保健福祉センター等の行政機関と

相談支援センターへ電話による、就労援助センター事業の紹介を積極的に実施した。 

 

４．新規登録者の障害種別 

新規登録者数は前年度より減少した。手帳非保持者には「職場体験実習事業」「障害者就労

体験ステップアップ事業」に参加を促し、職業アセスメントとして実習を活用した。又、新規

登録者で必要な人には神奈川県障害者雇用促進センターでの職業検査を実施し、適切な進路

の選択と相談に繋げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊その他（手帳非保持者）内訳・・・発達障害 

 

５ 就労者の業務種類 

就労者の業務種別では、従来主流であった清掃・梱包・運送等の労務作業を上回り、事務・事

務補助（PC関連）の業務に従事する者が 175人となった。これまで事務作業は身体・精神障害

者が中心であったが、近年は知的障害者の従事も増加傾向にある。就労先事業所数は全体で 305

事業所となり、前年度比で 12事業所増加した。障害者雇用に積極的な企業の増加が背景にある

と考えられる。 

表－３　相談支援内容別内訳

相談支援内容 件数 （前年同期）

就職に向けた支援 2,560 (3,911)

職場定着に向けた相談支援 2,966 (3,038)

生活に関する相談支援 0 (0)

就業と生活の両方の相談支援 0 (0)

　　　　　合　　　計 5,526 (6,949)

表－４　新規登録者の障害種別
人数 （前年同期）

4 (7)
 A 1 0 (0)
 A 2 0 (0)
 B 1 3 (7)
 B 2 17 (24)

40 (49)
4 (7)

68 (94)

知的障害

合　計

精神障害
その他（手帳非保持者）

障害種別
身体障害
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６ 社会に向けた取組 

職場体験実習受け入れ企業 

・川崎市社会福祉協議会 

・川崎南法人会 

・北野書店 

・煌蘭 

 

７ 地域における公益的な取組 

  エンラボ、カレッジ川崎（自立訓練事業所）利用者向けセミナー講師派遣 

 

表－５　就労者の業務種類別内訳
人数 （前年同期）

事務・事務補助 165 (158)
コンピュータ関連 10 (8)
清掃・メンテナンス等 113 (109)
梱包・検品 40 (43)
運送・配送 15 (16)
工場等作業 14 (14)
印刷・製本 0 (0)
接客等サービス 3 (3)
クリーニング等 20 (19)
飲食店業務 9 (11)
営業 0 (0)
販売・品出し等 13 (13)

36 (38)
438 (432)

業 務 内 容

その他
合　　計

事務的な業務

労務作業

製造業

サービス業

販売等業
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